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学内実績

医理工学院

社会的背景

医理工学院
Graduate School of Biomedical 

Science and Engineering
修士

博士後期

特色ある教育 養成する人材像

就職先

12 名

5 名

2 年

3 年

修士(医理工学) Master of Biomedical Science and Engineering

博士(医理工学) Doctor of Philosophy
医理工学専攻

Division of Biomedical Science
and Engineering

医療機器市場の拡大とシェアの低下
高齢化の進展と新興国における医療需要
拡大を受け，医療機器の市場が成長
一方，我が国の取り組みが国際的な標
準治療の開発に結びついた例は少なく，
世界的な貢献度は低い

理工学と医学を結ぶ人材の需要
医療機関にて，放射線治療に必須な理
工学・医学の知識と病院での経験を有す
る医学物理士のニーズが拡大

FIRSTに採択され（H21-25），開
発した装置は，メイヨークリニック等，
世界を代表する医療機関に導入
陽子線治療センターを大学病院に建
設し（H25），全国から優れた理工
系研究者や医学物理士が集結

GI-CoREに量子医理工学グローバ
ルステーションを設置し，スタンフォード
大学と共同研究を推進（H26-）

量子医理工学コース
【修】放射線/粒子線治療とこれに関連する

医療機器についての専門的知識/技能
を有し，研究開発に携わる人材

【博】放射線/粒子線治療と関連医療機器/
技術の開発を主導できる豊富な知識と
優れた技能を有する国際的リーダー

分子医理工学コース
【修】分子画像診断・分子生物学・放射線

生物学等についての専門的知識/技能
を有し，研究開発に携わる人材

【博】新たな医療用分子画像装置・分子診
断薬・腫瘍溶解ウイルス等の開発研究
を主導できる豊富な知識と優れた技能
を有する国際的リーダー

医療機関における医学物理士
病院内で医学物理士として活躍
大学病院では，教育・研究も行う

企業における医療機器開発者
企業等で医療機器開発に従事

入学定員 修業年限 授与する学位 担当する研究院等

医学研究院

理学研究院

工学研究院 北海道大学病院

ｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合ｾﾝﾀｰ

GI-CoRE

保健科学研究院

キャリア形成に向けた教育研究指導体制
理工学系と医学系の専任教員が連携し
て，個々の学生の研究指導を担当し，学
位審査も両方の系の教員が担当
理工学の発展を医学に応用できる専門家
を育成するため，病院内実習科目を設定

国際性の涵養
スタンフォード大学との連携による，世界
トップレベルの医学物理学教育と放射線生
物学教育を実施（集中講義）
英語だけで修了できるコースワークを目指し
多数の英語科目を開講

学生の志向に応じた２つのコース
量子医理工学コース

量子医理工学とは，量子力学から発展した放射線物理学
を基礎とし，これを医学に応用するための学問体系
放射線治療の現場で不可欠な医学物理学の研究と人材
育成

分子医理工学コース
分子医理工学とは，生体の分子挙動に関する理工学を医
学に活かすための学問体系
今後の発展が期待される分子医療画像工学，分子診断
薬，分子標的治療等の研究促進と人材育成

H29.4設置予定

理工学・医学の知識と倫理観を有し医療現場に根差した研究を行う国際的リーダー養成

歯学研究院

(仮称)
資料１



北海道大学 の 教育組織大改造 ～ 学院・研究院化 の 完成 にむけて ～

適切な資源配分 学院での教
育は複数の研究院/附置研等
の教員が担当できるため，
研究領域に縛られることなく
教育資源を再配分可能
機動性 社会が要請する新たな
教育の実施にあたり,教員組織
再編を伴わずに機動的に
教育組織を設置可能

③ 学院･研究院の効果

研究院Ａ

研究院Ｂ

研究所Ｃ

学院Ｘ

学院Ｙ

教育と研究の目的は必ずしも一
致しないため,学教法100条に
基づきH17から段階的に，各研
究科を学院＆研究院 に分離

② 学院・研究院とは

教員が所属。研究目的に応じ
つつ,教育上の必要性を考慮

研究
院

大学院生が所属。
教育上の目的に応じて編制学院

学教法100条 (略) 教育研究上の
目的を達成するため有益かつ適切
である場合においては (略) 研究科
以外の教育研究上の基本となる
組織を置くことができる。

2016(H28).3

分野横断型３国際大学院の新設 学院･研究院の拡充による教育複線化
総長のトップダウンのもと，医理工学院，国際感染症学院，
国際食資源学院の３つの国際大学院を設置する。分野
横断型や国際連携重視といったこれらの学院の特徴を活か
し，世界の課題解決に大きく貢献する。

分野横断型である３新学院設置には複数部局の協力が
不可欠である。H17から進めてきた学院・研究院制を最大
限活用するため，医学,獣医学,歯学,経済学の4研究科
を一挙に学院・研究院化し，教育の更なる複線化を図る。

専門的知識に裏づけられた総合的判断力と高い識見,並びに異文化理解能力と国際的ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力を有し,
国際社会の発展に寄与する指導的・中核的な人材を育成する。

(1)⑥ 異分野を有機的に融合したｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな大学院教育の展開 (2)⑤ 教員組織と大学院教育組織の分離を推進

研究科は研究組織と教育組織
が一体であり,新たな教育のため
には教員組織再編が必要だった。

① 研究科の課題

研究科
Ａ

研究科
Ｂ

研究科Ａで専任
として教育してほしい
そのためだけに
移籍はできない

北海道大学近未来戦略150 (抄)

…学院(院生組織) …研究院(教員組織) …研究科

情文 法

水

環

農 工 理

保

メデ

教

薬

命
公

農
保

命
化
メデ
理

公
教水

環

工

H29学院・
研究院化

～H28

11 学院
11 研究院

経 医 歯 獣
07 研究科

医学
研究院

水産科学
研究院

地球
環境科学
研究院

農学
研究院

工学
研究院 理学

研究院

メディア・
コミュニケーション

研究院

教育学
研究院

薬学
研究院

先端
生命科学
研究院

公共政策学
連携研究部

獣医学
研究院

歯学
研究院

保健
科学院

生命
科学院

総合
化学院

国際広報
メディア・
観光学院

理学院
公共

政策学
教育部教育

学院歯学院
水産

科学院

環境
科学院

工学院

医学院

獣医
学院

経済
学院

18学院・15研究院による

教育の更なる複線化

国際
食資源
学院

国際
感染症
学院

保健科学
研究院

医理工
学院

農学院

経済学
研究院

H29

朱線はH29からの新規連携

資 料 ２
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新学院構想と北海道大学の組織再編

GI-CoRE Global Institution for Collaborative Research and Education
スタンフォード大学
メルボルン大学 等

世界で初めて開発した
「分子追跡陽子線治療
装置」等の実績と，スタ
ンフォード大からのユニット
誘致を活かし，がん治療
技術のイノベーションを創
出し，世界に還元

人獣共通感染症リサー
チセンターとメルボルン大
学等が協働することで，
研究成果の社会還元を
重視した世界一の人獣
共通感染症研究拠点を
形成

21世紀の食水土資源の
世界的危機に立ち向か
う国際リーダー育成のた
めに，札幌農学校のパ
イオニア人材教育機能を
活かした文理融合型大
学院を創設

医理工学院
(H29.4設置予定)

国際感染症学院
(H29.4設置予定)

国際食資源学院
(H29.4設置予定)

海外他大学等

学内既存大学院等

海外他大学等

学内既存大学院等

医学研究科
獣医学研究科
歯学研究科
保健科学院
大学病院
人獣共通感染症
ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 等

経済学研究科
教育学院
国際広報メディア・
観光学院
農学院
水産科学院
環境科学院
工学院 等

UC デービス校
シドニー大学 等

量子医理工学
グローバルステーション

人獣共通感染症
グローバルステーション

食水土資源
グローバルステーション

総長 直轄

北海道大学 国際連携研究教育局 = GI-CoRE =

ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
研
究
拠
点

か
ら
の
教
員
招
致

ト
ッ
プ
研
究
者

ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト

教
員
の
移
籍

資料３



修士課程と博士後期課程の同時設置の必要性（現･修士課程等学生の博士進学先の確保）（医学系）

医学研究科医科学専攻 

修士課程１年次 

①放射線医学分野
②放射線治療医学分野
③応用分子画像科学分野
④がんプロフェッショナル養成
基盤推進プラン履修者 

①～④所属学生の一部

平
成
27
年
度

歯学部歯学科６年次 

（新設） 
歯学院 

口腔医学専攻 

博士課程 

研究実習を行って
いる学生の一部 

左
記
以
外
の
学
生 

現･修士課程等学生の博士後期課程進学先の確保が必要となる 

右
記
以
外
の
学
生 

保健科学院保健科学
専攻修士課程１年次 

保健科学コース 

生体量子科学科目
群所属学生の一部 

左
記
以
外
の
学
生 

（既存） 
保健科学院 
保健科学専攻 

博士後期課程 

１ 

（新設） 
医学院 
医学専攻 

博士課程 

（新設） 
医理工学院 
医理工学専攻 

博士後期課程 

平成29年度 

・医学研究科，歯学
研究科学生募集停止 

・医学研究科，歯学
研究科及び保健科学
院教員の一部が医理
工学院に移行 

進 学 
（臨床研修（１年間）） 

【資料４】 



修士課程と博士後期課程の同時設置の必要性（現･修士課程等学生の博士進学先の確保）（理工系）

理学院宇宙理学専攻修士課程１年次 

（既存） 
理学院 

宇宙理学専攻 

博士後期課程 

（新設） 
医理工学院 
医理工学専攻 

博士後期課程 

平
成
27
年
度

平成29年度 
理学院及び工学院
教員の一部が医理
工学院に移行 

工学院量子理工学専攻修士課程１年次 

（既存） 
工学院 

量子理工学専攻 

博士後期課程 

①量子理工学専攻量子ビーム応用医
工学教室所属学生の一部 
②がんプロフェッショナル養成基盤推
進プラン履修者 

左
記
以
外
の
学
生 

①原子核反応データ科学分野所属
学生の一部 
②がんプロフェッショナル養成基盤推
進プラン履修者 

右
記
以
外
の
学
生 

２ 

現･修士課程学生の博士後期課程進学先の確保が必要となる 

進 学 



同時設置のニーズ（入口） 

 本学の医理工学院に入学の可能性があると考える「学部学生」，「大学院生」及び「社会人（医療機関等）」に対して入学希望に
関する調査を行い，361名から有効回答を得た。 

研究科
等 

課程
等 

年
次 

有効 

回答
数 

興
味・
関
心
が
ある 

学びたい 

（「内容によっては学びたい」 
を含む） 

修士 

量子
医理
工学 

コー
ス 

修士 

分子
医理
工学
コー
ス 

博士 

量子
医理
工学 

コー
ス 

博士 

分子
医理
工学
コー
ス 

工学院 修士 １ ２７ １７ ５ ２ １ １ 

理学院 修士 １ １１ ６ ３ １ 

医学研
究科 

修士 １ １ １ １ 

歯学部 
歯学
科 

６ ３ ３ １ １ 

合計 ４２ ２７ ９ ３ ３ １ 

有効回答数に占める割合
（％） 

－ 64.3 21.4 7.1 7.1 2.4 

３ 

平成２９年度博士後期課程を受験する年次の学生のニーズ 

  （開設年次に受験する可能性の高い修士課程等を抽出） 

区分 

有効 

回答
数 

興味・
関心が
ある 

学びたい 

（「内容によっては学びたい」を含む） 

修士 

量子
医理
工学 

コース 

修士 

分子医
理工学
コース 

博士 

量子医
理工学 

コース 

博士 

分子
医理
工学
コー
ス 

○社会人の（学び直しの）ニーズ

企業 ５ ５ １ 

医療機関 

（附属病院，がんセンター） 
３４ ２３ １ １ ４ ５ 

医療機関 

（公共団体等の病院） 
１５ １５ ７ １ ２ 

医療機関（私立病院） １８ １４ ９ ２ 

大学等研究機関 ５ ４ １ １ １ 

その他 ８ ５ １ ２ 

合計 ８５ ６６ １９ ４ ８ ８ 

有効回答数に占める割合（％） － 77.6 22.4 4.7 9.4 9.4 

○全体

学部学生 １６４ １３３ ５４ ２５ ７ ９ 

大学院生 １１１ ７５ １６ ９ ２０ ５ 

社会人 ８５ ６６ １９ ４ ８ ８ 

合計 

※大学院生であって，社会人
である者がいるので，各項目
の計と合計は一致しない 

３６１ ２７７ ８９ ３８ ３５ ２２ 

有効回答数に占める割合（％） － 76.7 24.7 10.5 9.7 6.1 

博士後期課程の進学先を必要としている 



• 医療機関（治療系医学物理士）
• 大学病院（治療系医学物理士/教育

研究にも従事）
• 大学・研究機関（教員，研究者）

• 医療関連企業（機器開発・技術職/
特に放射線・粒子線治療関連）

• 大学・研究機関（教員，研究者）

• 医療関連・一般企業（開発職・技術職
/特に，診断系医療機器・医用画像解
析関連）

• 大学・研究機関等（教員，研究者）
• 大学病院（診断系医学物理士）

• 医療関連・一般企業（開発職・技術職
/特に分子生物学応用関連）

• 大学・研究機関等（教員，研究者）

出身学部・コースに応じた履修モデル 資料５

保健系学部卒業者 理工系学部卒業者 保健系学部卒業者 理系学部卒業者

実用的かつ実効性の高い機器および治
療技術の開発，病院内での品質管理に
携わることができる技術者，研究者を目
指す者

修士論文課題 例
動体追跡陽子線治療における腫
瘍位置変動が及ぼす放射線照射
効率に関する研究

総合医理工学研究Ⅰ/Ⅱ 
10単位

課題解決に向けた実践
的専門能力の養成

修士論文課題 例
呼吸性移動臓器に対するスポット
スキャニング陽子線治療の実績線
量分布シミュレーション法の検討

修士論文課題 例
ダイナミックPET画像の因子分析に
よる動脈血成分の定量的評価に
関する研究

修士論文課題 例
腫瘍細胞のRNA解析を介した新
たな細胞がん化機構解明

博士論文課題 例
動体追跡陽子線治療における腫
瘍位置変動とスキャニング照射法
治療効率に関する研究

先端医理工学研究Ⅰ/Ⅱ 
10単位

実践的専門能力の更な
る発展

博士論文課題 例
呼吸性移動臓器に対するスポット
スキャニング陽子線治療の照射精
度改善に向けた照射装置開発

博士論文課題 例
ダイナミック造影心筋CT画像のコンパー
トメントモデル解析法による虚血性心
疾患の定量的評価に関する研究

博士論文課題 例
腫瘍細胞のRNA解析を応用した
新規の放射線診断薬の開発

選択科目 10単位
出身学部の知見を活かし
つつ，より高度な専門的
知識を修得できるよう，
様々な分野の基礎・応
用科目を用意し，多様
なバックグラウンドを持つ
学生に配慮

○ 医理工画像解剖学
○ 医理工学研究概論
○ 医理工実験・研

究計画法
○ 医理工統計学
○ 医理工連携放射

線防護学
○ 医理工国際標

準・法規・リスクア
ナリシス特論

○ 医理工連携放射
線腫瘍学

修
士

博
士
後
期

量子医理工学コース（主に放射線治療関連分野） 分子医理工学コース（主に放射線診断関連分野）

○ 医理工基礎物理学

○ 医用放射線計測学

○ 医理工画像工学

○ 医理工加速器科学

○ Medical Physics
School

学修課題
• 理工学的な基礎

学理と医学・工学
の境界領域研究
で用いられる手法
の修得

• 実際の医療機器
開発で役立つ新
技術の開拓・開発
に必要な専門的
知識の修得

○ 医理工画像解剖学
○ 医理工統計学
○ 医理工国際標準・

法規・リスクアナリシ
ス特論

○ 情報プログラミング
特論

○ 医療情報理工学
特論

○ 医理工画像工学
○ 放射線診断・核医

学応用物理学

○ 医理工学研究概論
○ 医理工実験・研

究計画法
○ 医理工統計学
○ 分子腫瘍病理学
○ 分子腫瘍治療学
○ Radiation

Biology School

○ 医理工学連携総論＿＿
○ 医療機器開発特論＿＿
○ 医療機器臨床研究特論

共通科目 4単位
出身学部によらず必要な
基礎・先進知識の修得

○ 医理工放射線物理学
○ 粒子線医学物理学＿
○ 治療医学物理工学＿

○ 医理工連携画像診断医学＿＿＿
○ 医理工連携機能画像診断学＿＿
○ 放射線診断・核医学基礎物理学

必修科目 6単位
専門知識と技能の修得

理工学技術を新たな照射技術や装置開
発，画像誘導技術開発，線量計算・
最適化手法開発へと展開することのでき
る技術者，研究者を目指す者

種々の画像解析アルゴリズムやコンパート
メントモデル解析法の原理や応用法を理
解し，新たな医用画像解析法の開発へ
と展開することのできる技術者，研究者を
目指す者

分子生物学的な視点で，疾病の新たな
早期診断技術，病態解析法，画像誘
導治療の開発に携わることのできる技術
者，研究者を目指す者

• 医療機関（より高度な知識を有する
線量測定士・診療放射線技師）

• 大学病院（より高度な知識を有する
線量測定士・診療放射線技師）

• 医療関連企業（機器開発・技術職/
特に放射線・粒子線治療関連）

• 医療関連・一般企業（開発職・技術職
/特に，診断系医療機器・医用画像解
析関連）

• 大学病院（より高度な知識を有する診
療放射線技師）

• 医療関連・一般企業（開発職・技術職
/特に分子生物学応用関連） ：想定就職先

：想定就職先

：入学者のバックグラウンド

：入学者の希望

学修課題
• CT，MRI，PET

等の医用画像解
析法の修得

• 新たな手法の開
拓・開発に必要な
専門的知識の修
得

学修課題
• 分子生物学，生

化学，ウイルス学，
遺伝子工学的な
技術の修得

• 様々な視点による
腫瘍細胞内生命
現象の解明

• 新たな診断，治
療法等の開拓・開
発に必要な専門
的知識の修得

学修課題
• 放射線治療中の体

内臓器の動きに対応
する技術の修得

• 粒子線治療に関する
研究

• 疾病の治癒率や
QOLの向上等に向け
た新たな視点の獲得

• 新たな医療技術の開
拓，開発に必要な
専門的知識の修得

医学・保健科学系を中心に履修 理工学系を中心に履修 医学・保健科学系を中心に履修 医学・保健科学系を中心に履修

複数の科目を通し
体系的に履修

複数の科目を通し
体系的に履修

複数の科目を通し
体系的に履修

複数の科目を通し
体系的に履修



講
義

演
習

実
習

必
須

治
療
必
須

診
断
必
須

選
択
Ａ

選
択
Ｂ

必
修

選
択
必
修

選
択

自
由

医理工学連携総論 1前 ● 2 ○
総合医理工学研究Ⅰ 1～2通 ● 2 ○
総合医理工学研究Ⅱ 1～2通 ● 8 ○
医理工放射線物理学 1前 ● 2 ○
粒子線医学物理学 1後 ● 2 ○
治療医学物理工学 1前 ● 2 ○
医理工連携画像診断医学 1前 ● 2 ○
医理工連携機能画像診断学 1後 ● 2 ○
放射線診断・核医学基礎物理学 1前 ● 2 ○
医理工基礎物理学 1･2前 ● 2 ○
医理工学研究概論 1前 ● 1 ○
医理工実験・研究計画法 1前 ● 1 ○
医理工統計学 1･2後 ● 2 ○
医理工連携放射線防護学 1前 ● 2 ○
医理工国際標準・法規・リスクアナリシス特論 1後 ● 1 ○
情報プログラミング特論 2前 ● 1 ○
医用放射線計測学 1後 ● 2 ○
医療情報理工学特論 1後 ● 1 ○
医理工画像工学 1･2後 ● 2 ○
放射線生物学 1前 ● 1 ○
医理工連携放射線腫瘍学 1後 ● 2 ○
基礎放射線治療物理学 2前 ● 2 ○
放射線診断・核医学応用物理学 1後 ● 2 ○

小計： 36 4 4 0 2
物理学Ⅰ 1・2・3前 ● 2
物理学Ⅱ 1・2・3後 ● 2
原子核物理学 1・2・3後 ● 2
統計力学Ⅰ 1・2・3前 ● 2
量子力学Ⅰ 1・2・3後 ● 2
物理数学Ⅰ 1・2・3前 ● 2
原子物理 1・2・3前 ● 2
熱力学Ⅰ 1・2・3後 ● 2
量子力学 1・2・3後 ● 2
応用数学Ⅰ 1・2・3前 ● 2
応用数学Ⅱ 1・2・3後 ● 2
保健解剖学 1・2・3前 ● 1
保健生理学 1・2・3前 ● 1

小計： 6 0 0 12 6
修士と学部科目の合計： 42 4 4 12 8

先端医理工学研究Ⅰ 1～3通 ● 2 ○
先端医理工学研究Ⅱ 1～3通 ● 8 ○
臨床医学物理学実習（品質管理） 1・2・3通 ● 4 ○
臨床医学物理学実習（陽子線・画像誘導） 1・2・3通 ● 4 ○
臨床医学物理学実習（治療計画） 1・2・3通 ● 4 ○

小計： 22 0 0 0 0
総計： 64 4 4 12 8

１）「必須」からは，全ての単位を取得すること。
２）「選択Ａ」からは4単位以上，「選択B」からは2単位以上を取得すること。
３）放射線治療分野に関する資格取得を希望する者は「治療必須」の，

放射線診断・核医学分野に関する資格取得を希望する者は「診断必須」の単位を取得すること。
４）学部科目のうち，学士課程において修得していない科目は，本学院在籍中に単位を取得すること。
＊

博
士
後
期

学
部
科
目

（
医
理
工
学
院
外

）

本学又は他大学の学部又は大学院において，本プログラムの授業科目と同等の科目を単位修得済の場合は，当該科目に
係る成績証明書及びシラバスを提出すること。

医理工学院 医学物理士プログラム 授業科目一覧

医学部保健学科

工学部

理学部

全学教育科目
(＝教養科目)

授業科目名 配当年次

医学物理士
プログラムに関する区分授業形態 医理工学院

における区分

修
士

資料６



医学物理士プログラム 履修例

医学物理士（放射線診断・核医学分野）
医師と連携を取り，診断的有用性と安全性のバラン
スを保ち，診療放射線技師と協力し，診断装置お
よび診断画像の品質管理・保証を実施する。
放射線診断に関する医学物理学的研究開発を行う。

医学物理士（放射線治療医学分野）
医師と連携を取り，治療計画の最適化を行い，診
療放射線技師および放射線治療品質管理士と協力
し，治療装置の品質管理・保証を行う。
放射線治療に関する医学物理学的研究開発を行う。
患者体内での吸収線量に関する位置的精度と量的
精度が臨床上必要な範囲に収まっていることを確認し，
医師の処方通り治療が行われていることを担保する。

医学物理士 認定

必須 ２２単位
医学物理士の基本的臨床業務を単独で遂行できる能力の修得を目的とする
○ 臨床医学物理学実習（品質管理）・＿＿＿[4]
○ 臨床医学物理学実習（陽子線・画像誘導）[4]
○ 臨床医学物理学実習（治療計画）・＿＿＿[4]

○ 先端医理工学研究Ⅰ [2]
○ 先端医理工学研究Ⅱ [8]

博
士
後
期

学部科目履修への配慮
1. 卒業した大学で同等の科目の単位を修得済の場合，既修得単位認

定により対応
2. 未修得の学部科目がある学生へ配慮するため，下記の科目が医理工

学院の科目と重複しないよう，時間割上配慮

1 医学物理（学）について
• 医学物理学とは物理工学の知識・成果を医学に応用・

活用する学術分野である。

2 医学物理士について
• 医学物理士とは，放射線を用いた医療が適切に実施さ

れるよう，医学物理学の専門家としての観点から貢献す
る医療職である。

• 診断分野においては，医師と連携を取り，診断的有用
性と安全性のバランスを保ち，診療放射線技師と協力し，
診断装置および診断画像の品質管理・保証を実施する。
また，放射線診断に関する医学物理学的研究開発を行
う。

• 治療分野においては，医師と連携を取り，治療計画の
最適化を行い，診療放射線技師および放射線治療品
質管理士と協力し，治療装置の品質管理・保証を行う。
また，放射線治療に関する医学物理学的研究開発を行
う。さらに，患者体内での吸収線量に関する位置的精度
と量的精度が臨床上必要な範囲に収まっていることを確
認し，医師の処方通り治療が行われていることを担保す
る。

3 治療分野における医学物理士の業務
• ここでは特に関与が必要とされている治療分野における医

学物理士の業務について示す。今後，診断分野における
医学物理士業務についても示していく。

• 治療分野における医学物理士業務として以下があげられ
る。医師や診療放射線技師，放射線治療品質管理士
の業務との重複もあるが，医学物理学の観点から関与す
るという点において異なる。
a. 治療計画における照射線量分布の最適化（医師

が指示する処方線量を実現するため，マージン設定，
照射方向および各門の重み付けなど）および評価

b. 治療装置・関連機器の受け入れ試験（アクセプタン
ステスト）・コミッショニングの計画，実施，評価

c. 治療装置・関連機器の品質管理・保証の計画，実
施，評価

d. 治療精度の検証，評価
e. 放射線治療の発展に貢献する研究開発
f. 医学物理学に関する教育
g. 患者への放射線治療に関する医学物理的質問に

対する説明

修
士

学部 教養系科目

必須 ４２単位
治療系，診断系共通の医学物理士として必要な知識と技術の修得を目的とする
○ 医理工学連携総論＿＿＿[2]
○ 医理工放射線物理学＿＿[2]
○ 医理工連携画像診断医学[2]
○ 放射線診断・核医学基礎物理

学＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿[2]
○ 医理工実験・研究計画法[1]
○ 医理工連携放射線防護学[2]

○ 放射線生物学＿＿＿＿＿[1]
○ 医理工連携機能画像診断学＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿[2]
○ 医理工国際標準・法規・リスクア

ナリシス特論＿＿＿＿＿＿[1]
○ 医用放射線計測学＿＿＿[2]
○ 医療情報理工学特論＿＿[1]

○ 医理工連携放射線腫瘍学[2]
○ 医理工基礎物理学＿＿＿[2]
○ 医理工統計学＿＿＿＿＿[2]
○ 医理工画像工学＿＿＿＿[2]
○ 総合医理工学研究Ⅰ＿＿[2]
○ 総合医理工学研究Ⅱ＿＿[8]

○ 物理学Ⅰ[2]
○ 物理学Ⅱ[2]

○ 保健解剖学[1]
○ 保健生理学[1]

学部 保健系科目 学部 理学系科目

選択Ｂ ２単位以上
医学物理士として必要な情報学・数学の知識の修得を目的とする
○ 医理工学研究概論 [1]
○ 情報プログラミング特論 [1]

○ 物理数学Ⅰ [2] ○ 応用数学Ⅰ [2]
○ 応用数学Ⅱ [2]

選択Ａ ４単位以上
医学物理士として必要な物理学の基礎知識の修得を目的とする

○ 原子核物理学[2]
○ 統計力学Ⅰ＿[2]
○ 量子力学Ⅰ＿[2]

○ 原子物理 [2]
○ 熱力学Ⅰ [2]
○ 量子力学 [2]

学部 工学系科目

医学物理士 試験受験

診断必須 ４単位
診断系医学物理学の専門的知識の修得を目的とする

治療必須 ４単位
治療系医学物理学の専門的知識の修得を目的とする

○ 放射線診断・核医学応用物理学[2]
○ 基礎放射線治療物理学＿＿＿＿[2]

○ 治療医学物理工学[2]
○ 粒子線医学物理学[2]

本プログラムは，(一財)医学物理士認定機構の認定医学物理教育コースであり（予定），修了者は医学物理士新規認定において優遇措置が受けられる。

参考 医学物理士の定義

＊ 医学物理士の定義は（一財）日本医学物理士会ウェブサイト http://jcmp.or.jp/about/mph/ による



【資料７】

開講課程等 区分 必／選

医理工人間システム工学 1･2前 2 講義 修士課程 選択科目 選択

医理工バイオメディカルエンジニア
リングI

1･2前 1 講義 修士課程 選択科目 選択

医理工バイオメディカルエンジニア
リングⅡ

1･2後 1 講義 修士課程 選択科目 選択

医用放射線計測学 1後 2 講義 修士課程 選択科目 選択

医療情報理工学特論 1後 1 講義 修士課程 選択科目 選択

医理工画像工学 1･2後 2 講義 修士課程 選択科目 選択

医理工加速器科学 1･2前 2 講義 修士課程 選択科目 選択

医理工応用放射線科学 1後 2 講義 修士課程 選択科目 選択

「医理工学院　医療機器開発プログラム」授業科目一覧

授業科目名 配当年次 単位数 授業形態

参考
（医理工学院における同科目の扱い）
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 資料８－１_
国立大学法人北海道大学職員就業規則 

平成16年４月１日 

海大達第85号 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この就業規則（以下「規則」という。）は，国立大学法人北海道大学（以下「大学」という。）

に勤務する職員の労働条件，服務規律及びその他就業に関して必要な事項を定める。 

（職員の定義） 

第２条 この規則において職員とは，第６条の規定により大学に採用された者をいう。 

２ この規則において教員とは，前項の規定による職員のうち，教授，准教授，講師，助教及び助手の

職にある者をいう。 

３ この規則において年俸制教員とは，前項の規定による教員のうち，教授，准教授，講師及び助教の

職にある者であって，年俸制の適用を受ける者として総長が別に定める者をいう。 

（適用範囲） 

第３条 この規則は，前条第１項に定める職員に適用する。ただし，教員について特例を定めた場合は，

この限りでない。 

２ 船員，特任教員，契約職員，短時間勤務職員及び嘱託職員の就業に関する事項については，国立大

学法人北海道大学船員就業規則（平成16年海大達第86号），国立大学法人北海道大学特任教員就業規

則（平成18年海大達第35号。第21条において「特任教員就業規則」という。），国立大学法人北海道

大学契約職員就業規則（平成16年海大達第87号），国立大学法人北海道大学短時間勤務職員就業規則

（平成16年海大達第88号）及び国立大学法人北海道大学嘱託職員就業規則（平成16年海大達第89号。

第21条において「嘱託職員就業規則」という。）の定めるところによる。 

（法令との関係） 

第４条 この規則及びこれに附属する諸規程に定めのない事項については，労働基準法（昭和22年法律

第49号。以下「労基法」という。），労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号。以下「労災法」

という。），国立大学法人法（平成15年法律第112号。以下「国大法」という。）及びその他の関係法

令の定めるところによる。 

（規則の遵守） 

第５条 大学及び職員は，誠意を持ってこの規則を遵守しなければならない。 

第２章 人事 

第１節 採用 

（採用） 

第６条 職員の採用は，競争試験又は選考により行うものとし，その者の試験成績又はその他の能力の

実証に基づいて行う。 

２ 大学は，前項により採用する職員のうち，特に必要があると認める者については，期間を定めた労

働契約を締結することがある。 

（赴任） 

第７条 職員は，赴任の命令を受けた場合には，速やかに赴任しなければならない。ただし，やむを得

ない事由がある場合においては，原則７日以内に赴任するものとする。 

（労働条件の明示） 

第８条 大学は，職員との労働契約の締結に際し，次の各号に掲げる労働条件については文書の交付に

より，他の労働条件については口頭又は文書により明示する。 

(1) 労働契約の期間に関する事項 

(2) 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項 

(3) 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項 

(4) 始業及び終業の時刻，所定労働時間を超える労働の有無，休憩時間，休日，休暇並びに労働者を

２組以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項 

(5) 給与に関する事項 

(6) 退職に関する事項 
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（提出書類） 

第９条 職員として採用された者は，次の各号に掲げる書類を速やかに提出しなければならない。 

(1) 住民票記載事項証明書 

(2) 前号に定めるもののほか，大学において必要と認める書類 

（試用期間） 

第10条 職員として採用された者には，採用の日から３箇月の試用期間を設ける。ただし，大学が必要

と認めた場合は，試用期間を延長又は短縮することがある。 

２ 大学は，試用期間中の職員が次の各号の一に該当する場合には，これを解雇し，又は試用期間満了

時に本採用しない。 

(1) 勤務実績が不良な場合 

(2) 心身の故障のため職務遂行に支障がある場合 

(3) 前各号に定めるもののほか，職員としての適格性を欠く場合 

３ 第23条の規定は，前項の規定に基づいて試用期間中の者（試用期間が14日を経過していない者を除

く。）を解雇し，又は試用期間満了時に本採用しない場合に，これを準用する。 

４ 第24条の規定は，第２項の規定に基づいて試用期間中の者を解雇し，又は試用期間満了時に本採用

しない場合に，これを準用する。 

５ 試用期間は，勤続年数に通算する。 

第２節 評価 

（勤務評定） 

第11条 職員の勤務成績については，評定を実施することとする。 

２ 前項の実施に関し，必要な事項は別に定める。 

第３節 昇任及び降任 

（昇任） 

第12条 職員の昇任は，選考によるものとする。 

２ 前項の選考は，その職員の勤務成績及びその他の能力の評定に基づいて行う。 

（降任） 

第13条 大学は，職員が次の各号の一に該当した場合には，降任させることができる。 

(1) 勤務実績が不良の場合 

(2) 心身の故障のため職務の遂行に支障があり，又はこれに堪えない場合 

(3) 前各号に定めるもののほか，この職務に必要な適格性を欠く場合 

第４節 異動 

（異動） 

第14条 大学は，業務上の必要がある場合は，職員に配置換，兼務又は出向を命ずることがある。 

２ 職員は，前項の場合，正当な理由がない限りこれを拒むことはできない。 

３ 出向を命ぜられた職員の取扱いについては，国立大学法人北海道大学職員出向規程（平成16年海大

達第94号）の定めるところによる。 

第４節の２ クロスアポイントメント 

第14条の２ クロスアポイントメントを適用される教員の取扱いについては，国立大学法人北海道大学

における教員のクロスアポイントメントの適用に関する規程（平成27年海大達68号）の定めるところ

による。 

第５節 休職 

（休職事由） 

第15条 大学は，職員が次の各号の一に該当する場合には，休職にすることができる。 

(1) 心身の故障のため長期の休養を要する場合 

(2) 刑事事件に関し起訴された場合 

(3) 水難，火災その他の災害により，生死不明又は所在不明となった場合 

(4) 学校，研究所，病院等の公共的施設において，その職員の職務に関連があると認められる学術に

関する事項の調査，研究又は指導に従事する場合 

(5) 研究成果活用企業の役員（監査役を除く。），顧問又は評議員（以下「役員等」という。）の職

を兼ねる場合において，主として当該役員等の職務に従事する必要があり，大学の職務に従事する

ことができない場合 
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(6) 第14条第１項に基づき出向となった場合 

(7) 労働組合の業務に専従する場合 

(8) 北海道大学病院に勤務する助産師及び看護師が，公益社団法人日本看護協会が認定する専門看護

師の資格を取得するため，学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学の大学院修士課程に在

学してその課程を履修する場合 

(9) 前各号に定めるもののほか，休職にすることが適当と認められる場合 

２ 試用期間中の職員については，前項の規定を適用しない。 

（休職の期間） 

第16条 前条第１項第１号から第５号までに掲げる事由による休職の期間は，３年を超えない範囲とす

る。この場合において，休職の期間が３年に満たないときは，休職を開始した日から３年を超えない

範囲でこれを更新することができる。 

２ 前条第１項第１号に掲げる事由により休職した職員が，復職した日以後１年以内に，当該休職の原

因となった疾病と同一の疾病又は同一の疾病に起因すると認められる疾病により再度休職する場合の

当該休職の期間は，大学が特に認めた場合を除き，復職前の休職の期間に通算するものとする。 

３ 前条第１項第８号に掲げる事由による休職の期間は，課程を履修する大学の大学院修士課程におけ

る標準修業年限を超えない範囲とする。 

４ 前条第１項第６号，第７号及び第９号に掲げる事由による休職の期間は，別に定める。 

（復職） 

第17条 大学は，休職期間の満了前に休職事由が消滅した職員については，当該職員を速やかに復職さ

せるものとする。 

２ 本条及び前２条に定めるもののほか，休職に関して必要な事項は，国立大学法人北海道大学職員休

職規程（平成16年海大達第95号）の定めるところによる。 

第６節 退職及び解雇等 

（退職） 

第18条 職員は，次の各号の一に該当する場合には，退職するものとする。 

(1) 定年に達した場合 

(2) 退職を申し出て，総長から承認された場合（次号に掲げる場合を除く。） 

(3) 定年前退職を申し出て，総長から認定された場合 

(4) 労働契約の期間が定められている場合において，その期間が満了したとき 

(5) 休職期間が満了し，なお休職事由が消滅しない場合 

(6) 死亡した場合 

２ 前項第２号により退職を申し出ようとするときは，次の各号に定めるところによらなければならな

い。 

(1) 原則として30日前までに大学に退職届を提出するものとする。ただし，これにより難い場合は，

少なくとも14日前までに大学に退職届を提出しなければならない。 

(2) 退職を申し出た後であっても，退職するまでは，引き続き勤務しなければならない。 

（定年） 

第19条 前条第１項第１号に規定する職員の定年は，次の各号のとおりとする。 

(1) 教員（次号に掲げる者を除く。）の定年は，満63歳とする。 

(2) 年俸制教員（満59歳に達する日の属する年度の４月１日以前から年俸制教員となった者に限る。）

の定年は，満65歳とする。 

(3) 前２号以外の職員の定年は，満60歳とする。 

２ 定年による退職の日（次条において「定年退職日」という。）は，定年に達した日以降における最

初の３月31日とする。 

（定年による退職の特例） 

第20条 大学は，特に必要と認める場合には，前条の規定にかかわらず，その教員に係る定年退職日の

翌日から起算して３年を超えない範囲内で期限を定め，その教員を引き続いて勤務させることがある。 

２ 大学は，前項の期限が到来する場合において，特に必要と認める場合には，２年を超えない範囲内

で期限を延長することがある。ただし，その期限は，その教員に係る定年退職日の翌日から起算して

５年を超えることはできない。 

（早期退職） 
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第20条の２ 第18条第１項第３号の規定による職員の定年前退職に関して必要な事項は，国立大学法人

北海道大学職員の早期退職に関する規程（平成23年海大達第71号）の定めるところによる。 

（再雇用） 

第21条 大学は，第19条第１項第１号又は第２号の定年により退職となる者又は第20条の規定により勤

務した後退職となる者が，引き続き雇用されることを希望する場合は，特任教員就業規則の定めると

ころにより再雇用する。ただし，次条第１項及び第２項各号の一に該当する場合については，再雇用

しない。 

２ 大学は，第19条第１項第３号の定年により退職となる者が，引き続き雇用されることを希望する場

合は，嘱託職員就業規則の定めるところにより再雇用する。ただし，次条第１項及び第２項各号の一

に該当する場合については，再雇用しない。 

３ 大学は，第19条第１項第１号又は第２号の定年により退職となる者について，その者の知識，経験

等を考慮し，業務の能率的運営を確保するため特に必要があると認めるときは，期間を定めて再雇用

することがある。 

（解雇） 

第22条 大学は，職員が次の各号の一に該当した場合には，解雇することができる。 

(1) 勤務成績が著しく不良の場合 

(2) 心身の故障のため職務の遂行に支障があり，又はこれに堪えない場合 

(3) 前各号に定めるもののほか，その職務に必要な適格性を欠く場合 

(4) 国務大臣及び国会議員並びに地方公共団体の長及び議会の議員その他の公職に就任することに

より，大学の業務を遂行することが困難な場合 

(5) 業務量の減少その他経営上やむを得ない事由により解雇が必要と認めた場合 

２ 大学は，職員が次の各号の一に該当した場合には，解雇する。 

(1) 成年被後見人又は被保佐人となった場合 

(2) 禁錮以上の刑に処せられた場合 

（解雇予告） 

第23条 大学は，職員を解雇するときは，30日前に予告をするか，又は労基法第12条に規定する平均賃

金の30日分を支給するものとする。ただし，予告の日数は，平均賃金を支払った日数に応じて短縮す

ることがある。 

（解雇制限） 

第24条 大学は，第22条第１項の規定にかかわらず，次の各号の一に該当する期間は解雇しない。ただ

し，第１号の場合において療養開始後３年を経過しても当該負傷又は疾病が治らない場合であって，

労災法に基づく傷病補償年金の給付がなされ，労基法第81条の規定によって打切り補償を支払ったも

のとみなされる場合又は労基法第19条第２項の規定により行政官庁の認定を受けた場合は，この限り

ではない。 

(1) 業務上負傷し，又は疾病にかかり療養のため休業する期間及びその後30日間 

(2) 労基法第65条に規定する産前，産後の期間及びその後就労を開始した日以後30日間 

（退職者の責務） 

第25条 大学を退職し又は解雇された者は，保管中の備品，書類その他すべての物品を速やかに返還し

なければならない。 

２ 大学を退職しようとする者は，指定された期日までに後任者に対する業務の引継を完了しなければ

ならない。 

（退職証明書等） 

第26条 職員が退職し又は解雇された場合は，その請求に基づき，使用期間，業務の種類，地位，賃金

又は退職の事由（解雇の場合はその理由）について，証明書を交付する。 

第３章 服務 

（誠実義務） 

第27条 職員は，別に定める場合を除いては，国大法に定める国立大学の使命と業務の公共性を自覚し，

誠実かつ公正に職務を遂行するとともに，その職務の遂行に専念しなければならない。 

（法令等の遵守） 

第28条 職員は，その職務を遂行するに当たっては，関係法令及び大学の規則等を遵守し，上司の指示

命令に従ってその職務を遂行しなければならない。 



 

5 

（信用失墜行為の禁止） 

第29条 職員は，職務の内外を問わず，大学の信用を傷つけ，又は職員全体の不名誉となるような行為

をしてはならない。 

（秘密の厳守） 

第30条 職員は，職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。 

２ 法令に基づく証人，鑑定人等となり，職務上の秘密に属する事項を発表するには，所属長の許可を

受けなければならない。 

３ 前各項の規定は，退職又は解雇された後といえども同様とする。 

（文書の配布，掲示等） 

第31条 職員が大学の敷地又は施設内（以下「学内」という。）において文書若しくは図画の配布又は

集会，演説，放送若しくはこれに類する行為を行うときは，あらかじめ大学に届け出なければならな

い。ただし，大学の業務の正常な運営を妨げるおそれのある場合は，これを行ってはならない。 

２ 職員が学内で文書又は図画を掲示する場合には，大学に届け出た上で，あらかじめ指定された場所

にこれを掲示しなければならない。 

（ハラスメントの防止） 

第32条 職員は，国立大学法人北海道大学ハラスメント防止規程（平成16年海大達第102号）を遵守し，

人権侵害，性差別その他のハラスメントをいかなる形でも行ってはならない。 

（倫理の保持） 

第33条 職員は，国立大学法人北海道大学役職員倫理規程（平成16年海大達第103号）を遵守し，職務に

関して直接たると間接たるとを問わず，不正又は不当に金銭その他の利益を授受し，提供し，要求し，

若しくは授受を約束し，その他これに類する行為をし，又はこれらの行為に関与してはならない。 

（兼業） 

第34条 職員は，職務以外の他の職を兼ね，職務以外の他の事業若しくは事務に従事し，又は自ら営利

企業を営んではならない。ただし，国立大学法人北海道大学職員兼業規程（平成16年海大達第104号）

の定めるところにより許可を受けた場合はこの限りでない。 

（公職の候補者への立候補・就任） 

第35条 職員は，国会議員並びに地方公共団体の長及び議会の議員その他の公職に立候補しようとする

ときは，あらかじめその旨を大学に届け出なければならない。 

２ 職員は，国務大臣及び国会議員並びに地方公共団体の長及び議会の議員その他の公職に就任しよう

とするときは，あらかじめその旨を届け出なければならない。 

（大学の財産又は物品の保守） 

第36条 職員は，大学の財産又は物品を不当に棄却し，損傷し，又は亡失してはならない。 

２ 職員は，大学の財産又は物品を私用に供してはならない。 

第４章 労働時間，休日及び休暇等 

（労働時間，休憩，休日及び休暇等） 

第37条 職員の労働時間，休憩，休日及び休暇等に関する事項は，国立大学法人北海道大学職員労働時

間，休憩，休日及び休暇規程（平成16年海大達第91号）の定めるところによる。 

（育児休業，介護休業等） 

第38条 職員のうち，子の養育又は家族の介護を行う者は，国立大学法人北海道大学職員育児休業・介

護休業等規程（平成16年海大達第96号）の定めるところにより，育児休業，介護休業等の措置を受け

ることができる。 

第39条 削除 

第５章 給与 

（給与） 

第40条 職員の給与に関する事項については，国立大学法人北海道大学職員給与規程（平成16年海大達

第93号）の定めるところによる。 

２ 前項の規定にかかわらず，年俸制教員の給与に関する事項については，国立大学法人北海道大学年

俸制教員給与規程（平成26年海大達第207号）の定めるところによる。 

第６章 退職手当 

（退職手当） 

第41条 職員の退職手当に関する事項については，国立大学法人北海道大学職員退職手当規程（平成16
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年海大達第97号）の定めるところによる。 

第７章 表彰 

（表彰） 

第42条 大学は，職員が次の各号の一に該当する場合には，表彰するものとする。 

(1) 職務上顕著な功績等があった場合 

(2) 職務外において，人命救助，ボランティア活動等で社会的に高い評価を受け，大学の名誉を著し

く高めるなど職員の模範として表彰に値する善行を行った場合 

(3) 定年により退職する場合 

(4) 退職の日において，本学職員としての在職年数が15年以上である場合（前号及び役員に就任する

者を除く。） 

２ 前項に定めるもののほか，必要な事項については，国立大学法人北海道大学職員表彰規程（平成16

年海大達第98号）の定めるところによる。 

第８章 懲戒及び訓告等 

第１節 懲戒 

（懲戒） 

第43条 大学は，職員が次の各号の一に該当する場合には，懲戒することができる。 

(1) この規則又は法令に違反した場合 

(2) 職務上の義務に違反し，又は職務を怠った場合 

(3) 職員としてふさわしくない非行のあった場合 

２ 前項に定めるもののほか，必要な手続きに関しては，国立大学法人北海道大学職員の懲戒の手続き

に関する規程（平成16年海大達第99号）の定めるところによる。 

（懲戒の種類） 

第44条 懲戒の種類は，次の各号によるものとする。 

(1) 戒告 始末書を提出させ事由を示して戒める。 

(2) 減給 減給１回の額が平均賃金の１日分の半額を超えず，総額において一給与支払期間における

給与の10分の１以内において給与を減ずる。 

(3) 出勤停止 １日以上10日以内を限度として出勤を停止し，その間の給与を支給しない。 

(4) 停職 １箇月以上１年以内を限度として出勤を停止し，その間の給与を支給しない。 

(5) 諭旨解雇 退職届の提出を勧告し，これに応じない場合は，懲戒解雇する。 

(6) 懲戒解雇 予告期間を設けないで即時解雇する。この場合において所轄労働基準監督署長の認定

を受けたときは，予告手当（平均賃金の30日分）を支給しない。 

（自宅待機） 

第45条 大学は，職員に懲戒に該当する疑いがあるときは，懲戒が決定するまでの間，当該職員に自宅

待機を命ずることができる。 

第２節 訓告等 

（訓告等） 

第46条 大学は，第43条に基づく懲戒に該当するに至らない者に対して，注意を喚起し，その服務を厳

正にするために必要があるときは，訓告又は厳重注意を行うことができる。 

第３節 損害賠償 

（損害賠償） 

第47条 大学は，故意又は重大な過失により大学に損害を与えた職員に対し，懲戒又は訓告等とは別に，

損害の全部又は一部を賠償させることがある。 

第９章 安全及び衛生 

（安全及び衛生の確保に関する措置） 

第48条 大学は，労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）及びその他の関係法令に基づき，職員の健康

増進と危険防止のため必要な措置を講じるものとする。 

２ 職員は，安全，衛生及び健康の保持増進について，関係法令のほか，所属長の指示を守るとともに，

大学が行う安全及び衛生に関する措置に協力しなければならない。 

（安全衛生教育） 

第49条 職員は，安全，衛生及び健康確保について，大学が行う教育訓練を受けなければならない。 

（非常災害時等の措置） 
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第50条 職員は，火災その他非常災害を発見し，又はそのおそれがあることを知ったときは，自ら適切

な措置を講ずるよう努めるとともに，速やかに上司その他の関係者に連絡して，その指示に従って，

被害を最小限にくいとめるよう努力しなければならない。 

２ 職員は，前項に規定する場合以外のときであっても，業務の運営に重大な障害のあることを知った

とき，又はそのおそれがあると認めるときには，速やかに上司に報告する等適切な措置を講じなけれ

ばならない。 

（健康診断等） 

第51条 職員は，大学が毎年実施する定期又は臨時の健康診断を受けなければならない。ただし，所定

の項目について医師による健康診断を受け，その者が当該健康診断の結果を証明する書面を大学に提

出した場合は，この限りでない。 

２ 大学は，前項の健康診断の結果に基づいて必要があると認める場合には，当該職員の実情を考慮し

て，就業の禁止，労働時間の制限等職員の健康保持に必要な措置を講ずるものとする。 

３ 職員は，正当な理由なく前項の措置を拒んではならない。 

（就業禁止） 

第52条 大学は，職員が次の各号の一に該当する場合には，就業を禁止することがある。 

(1) 伝染のおそれのある病人，保菌者及び保菌のおそれのある場合 

(2) 労働のため病勢が悪化するおそれのある場合 

(3) 前各号に準ずる場合 

２ 前項に該当する場合は，直ちに所属長に届け出て，その指示に従わなければならない。 

第10章 災害補償 

（業務災害） 

第53条 職員の業務上の災害補償については，労基法及び労災法の定めるところによる。 

（通勤途上災害） 

第54条 職員の通勤途上における災害補償については，労災法の定めるところによる。 

第11章 研修 

（研修） 

第55条 大学は，職員に対し，業務に必要な知識，技能を高め，資質の向上を図るため，必要な研修を

行う。 

２ 職員は，前項の研修を受講するよう命ぜられた場合には，研修を受けなければならない。 

第12章 出張 

（出張） 

第56条 大学は，業務上必要がある場合は，職員に出張を命じることがある。 

２ 出張を命じられた職員が出張を終えたときには，速やかにその旨を所属長に報告しなければならな

い。 

３ 前各号に定めるもののほか，出張に関する事項については，国立大学法人北海道大学旅費規則（平

成16年海大達第122号。以下「旅費規則」という。）の定めるところによる。 

（旅費） 

第57条 職員が出張又は赴任を命ぜられた場合の旅費については，旅費規則の定めるところによる。 

第13章 職務発明等 

（職務発明及び成果有体物の権利の帰属） 

第58条 職員が職務上行った発明，考案又は著作に関する取扱いについては，国立大学法人北海道大学

職務発明規程（平成16年海大達第108号）の定めるところによる。 

２ 職員が教育若しくは研究の結果又はその過程において得た成果有体物に関する取扱いについては，

国立大学法人北海道大学成果有体物取扱規程（平成17年海大達第14号）の定めるところによる。 

第14章 福利・厚生 

（宿舎利用） 

第59条 職員の宿舎の利用については，国立大学法人北海道大学宿舎貸与規則（平成16年海大達第124号）

の定めるところによる。 

（福利・厚生施設） 

第60条 前条を除く福利・厚生施設の利用については，別に定める。 

附 則 
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（略） 

附 則（平成27年４月１日海大達第61号） 

この規則は，平成27年４月１日から施行する。 



1

 資料８－２ 
国立大学法人北海道大学特任教員就業規則 

平成18年４月１日 

海大達第35号 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この就業規則（以下「規則」という。）は，国立大学法人北海道大学（以下「大学」という。）

の教育及び研究に従事するため，期間を定めて雇用される特任教授，特任准教授，特任講師，特任助

教及び特任助手（労働契約法（平成19年法律第128号。以下「労契法」という。）第18条の規定に基づ

き，期間の定めのない労働契約へ転換した者を含む。以下「特任教員」という。）の労働条件，服務

規律その他の就業に関して必要な事項を定めることを目的とする。 

（特任教員の職務） 

第２条 特任教員は，学生を教授し，その研究を指導し，又は研究に従事するものとする。 

２ 特任教員は，前項に定めるもののほか，当該特任教員の所属する組織の定めるところにより，大学

の教員と同様の職務に従事することができる。 

（特任教員の要件） 

第３条 特任教員となることのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 国立大学法人北海道大学職員就業規則（平成16年海大達第85号。以下「職員就業規則」という。）

の適用を受ける職員と所定労働時間が異ならない者（次号に該当する者を除く。） 

(2) 職員就業規則第19条第１項第１号の規定により大学を退職し，引き続き職員就業規則第21条第１

項の規定により再雇用された職員又は国立大学法人北海道大学船員就業規則（平成16年海大達第86

号。以下「船員就業規則」という。）第20条第１項第１号の規定により大学を退職し，引き続き船

員就業規則第22条第１項の規定により再雇用された職員であって，職員就業規則又は船員就業規則

の適用を受ける職員と所定労働時間が異ならない者 

(3) 専門職大学院設置基準（平成15年文部科学省令第16号）第５条の専任教員として，専攻分野にお

ける実務の経験を有し，かつ，高度の実務の能力を有する者であって，１週間の所定労働時間が職

員就業規則の適用を受ける職員の１週間の所定労働時間に比し短い所定労働時間の者 

(4) 前各号に定めるもののほか，職員就業規則の適用を受ける職員と所定労働時間が異ならない者で

あって，かつ，総長が特に優れた教育研究上の業績があると認める者 

（法令との関係） 

第４条 この規則及びこれに付属する諸規程に定めのない事項については，労働基準法（昭和22年法律

第49号。以下「労基法」という。），労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号。以下「労災法」

という。），国立大学法人法（平成15年法律第112号。以下「国大法」という。）その他の関係法令の

定めるところによる。 

（規則の遵守） 

第５条 大学及び特任教員は，誠意を持ってこの規則を遵守しなければならない。 

第２章 人事 

第１節 採用 

（採用） 

第６条 特任教員の採用は，選考により行う。 

２ 前項の選考に当たっては，国立大学法人北海道大学における教員の人事等に関する特例規則（平成

16年海大達第90号。以下この条，次条及び第12条において「教員人事等特例規則」という。）第２条

の規定を準用する。この場合において，教員人事等特例規則第２条中「教員」とあるのは「特任教員」

と読み替えるものとする。 

（労働契約の期間及び更新） 

第７条 第３条第１号，第３号及び第４号に該当する特任教員の労働契約は，一定の業務の完了に必要

な期間を定めるものとし，５年を超える期間について締結しないものとする。 

２ 第３条第２号に該当する特任教員の労働契約の期間は，原則として１年以内とする。 

３ 大学は，第３条第１号，第３号及び第４号に該当する特任教員の労働契約の更新を求めることがあ

る。 
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４ 第３条第２号に該当する特任教員の労働契約の更新は，第６条第２項の規定により読み替えて準用

される教員人事等特例規則第２条第１項の基準により行う。 

５ 第１項及び第３項の規定は，労契法第18条の規定に基づき，期間の定めのない労働契約へ転換した

特任教員については，適用しない。 

（年齢制限） 

第７条の２ 第３条第１号に該当する特任教員の労働契約の締結又は更新は，当該特任教員の年齢が満

65歳に達した日以後に到来する最初の３月31日を超えて行うことはない。 

２ 前項の規定にかかわらず，大学が特に必要と認めた第３条第１号に該当する特任教員にあっては，

当該特任教員の年齢が満65歳に達する日後の最初の４月１日から満68歳に達した日以後に到来する最

初の３月31日までの期間内の労働契約を締結又は更新することがある。 

３ 第３条第２号に該当する特任教員の労働契約の締結又は更新は，当該特任教員の年齢が満65歳に達

した日以後に到来する最初の３月31日を超えて行うことはない。 

（赴任） 

第８条 赴任の命令を受けた特任教員は，速やかに赴任しなければならない。ただし，やむを得ない事

由がある場合においては，原則７日以内に赴任するものとする。 

（労働条件の明示） 

第９条 大学は，特任教員との労働契約の締結に際し，次の各号（第７号については，第３条第３号に

該当する者に限る。）に掲げる労働条件については文書の交付により，他の労働条件については口頭

又は文書により明示する。 

(1) 労働契約の期間に関する事項 

(2) 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項 

(3) 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項 

(4) 始業及び終業の時刻，所定労働時間を超える労働の有無，休憩時間，休日，休暇並びに労働者を

２組以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項 

(5) 給与に関する事項 

(6) 退職に関する事項 

(7) 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口 

（提出書類） 

第10条 特任教員として採用された者（第３条第２号に該当する者を除く。）は，次の各号に掲げる書

類を速やかに提出しなければならない。 

(1) 住民票記載事項証明書 

(2) 前号に定めるもののほか，大学において必要と認める書類 

（試用期間） 

第11条 特任教員として採用された者（第３条第２号に該当する者を除く。）には，採用の日から１箇

月の試用期間を設ける。ただし，大学が必要と認めた場合は，試用期間を延長又は短縮することがあ

る。 

２ 大学は，試用期間中の特任教員が次の各号の一に該当する場合には，これを解雇し，又は試用期間

満了時に本採用しない。 

(1) 勤務実績が不良な場合 

(2) 心身の故障のため職務遂行に支障がある場合 

(3) 前各号に定めるもののほか，特任教員としての適格性を欠く場合 

３ 第19条の規定は，前項の規定に基づいて試用期間中の者（試用期間が14日を経過していない者を除

く。）を解雇し，又は試用期間満了時に本採用しない場合に，これを準用する。 

４ 第20条の規定は，第２項の規定に基づいて試用期間中の者を解雇し，又は試用期間満了時に本採用

しない場合に，これを準用する。 

５ 試用期間は，勤続年数に通算する。 

第２節 異動 

（異動） 

第12条 大学は，業務上の必要がある場合は，特任教員に配置換又は兼務を命ずることがある。 

２ 前項の配置換又は兼務は，あらかじめ特任教員の意見を聴取した上で，行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか，第１項の配置換は，教員人事等特例規則第５条第１項の規定を準用する。
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この場合において，同項中「教員の教育研究組織を異にする配置換」とあるのは「特任教員の配置換」

と読み替えるものとする。 

第２節の２ クロスアポイントメント 

第12条の２ 第３条第１号，第２号及び第４号に該当する特任教員のうち，クロスアポイントメントを

適用される者の取扱いについては，国立大学法人北海道大学におけるクロスアポイントメントの適用

に関する規程（平成27年海大達68号）の定めるところによる。 

第３節 休職 

（休職事由） 

第13条 大学は，第３条第１号に該当する特任教員が次の各号の一に該当する場合には，休職にするこ

とができる。 

(1) 心身の故障のため，長期の休養を要する場合 

(2) 刑事事件に関し起訴された場合 

(3) 水難，火災その他の災害により，生死不明又は所在不明となった場合 

(4) 前３号に定めるもののほか，休職にすることが適当と認められる場合 

２ 試用期間中の特任教員については，前項の規定を適用しない。 

（休職の期間等） 

第14条 前条第１項各号に掲げる事由による休職の期間は，別に定める。ただし，当該期間は，特別の

事情がない限り，労働契約の期間を超えないものとする。 

２ 休職期間中は，特任教員としての身分を有するが，職務に従事しない。 

３ 休職期間中は，無給とする。 

（復職） 

第15条 大学は，休職期間の満了前に休職事由が消滅した特任教員については，当該特任教員を速やか

に復職させるものとする。 

第４節 退職及び解雇等 

（退職） 

第16条 特任教員は，次の各号の一に該当する場合には，退職するものとする。 

(1) 労働契約の期間が満了した場合 

(2) 退職を申し出て，総長から承認された場合 

(3) 休職期間が満了し，なお休職事由が消滅しない場合 

(4) 死亡した場合 

(5) 定年に達した場合 

２ 前項第２号により退職を申し出ようとするときは，次の各号に定めるところによらなければならな

い。 

(1) 原則として14日前までに大学に退職届を提出するものとする。 

(2) 退職を申し出た後であっても，退職するまでは，引き続き勤務しなければならない。 

（定年） 

第16条の２ 労契法第18条の規定に基づき，期間の定めのない労働契約へ転換した特任教員の定年は，

満65歳とする。 

２ 定年による退職の日は，定年に達した日以降における最初の３月31日とする。 

（労働契約終了の予告） 

第17条 大学は，労働契約の継続期間が１年を超えている特任教員について，当該期間の満了により労

働契約を終了させる場合には，当該期間満了の30日前までにその予告をするものとする。 

（解雇） 

第18条 大学は，特任教員が次の各号の一に該当した場合には，解雇することができる。 

(1) 勤務実績が著しく不良の場合 

(2) 心身の故障のため職務の遂行に支障があり，又はこれに堪えない場合 

(3) 前各号に定めるもののほか，その職務に必要な適格性を欠く場合 

(4) 国務大臣及び国会議員並びに地方公共団体の長及び議会の議員その他の公職に就任することに

より，大学の業務を遂行することが困難な場合 

(5) 業務量の減少その他経営上やむを得ない事由により解雇が必要と認めた場合 

２ 大学は，特任教員が次の各号の一に該当した場合には，解雇する。 
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(1) 成年被後見人又は被保佐人となった場合 

(2) 禁錮以上の刑に処せられた場合 

（解雇予告） 

第19条 大学は，特任教員（次項に規定する者を除く。）を解雇するときは，30日前に予告をするか，

又は労基法第12条に規定する平均賃金の30日分を支給するものとする。ただし，予告の日数は，平均

賃金を支払った日数に応じて短縮することがある。 

２ 大学は，第３条第１号及び第２号に該当する特任教員のうち船員である者を解雇する場合は，30日

前に予告をするか，又は船員法（昭和22年法律第100号。次条及び第59条において「船員法」という。）

第44条の３に規定する１箇月分の給料と同額の予告手当を支給するものとする。ただし，予告の日数

は，予告手当を支払った日数に応じて短縮することがある。 

（解雇制限） 

第20条 大学は，第18条第１項の規定にかかわらず，次の各号の一に該当する期間は特任教員（次項に

規定する者を除く。）を解雇しない。ただし，第１号の場合において療養開始後３年を経過しても当

該負傷又は疾病が治らない場合であって，労災法に基づく傷病補償年金の給付がなされ，労基法第81

条の規定によって打切り補償を支払ったものとみなされる場合又は労基法第19条第２項の規定により

行政官庁の認定を受けた場合は，この限りではない。 

(1) 業務上負傷し，又は疾病にかかり療養のため休業する期間及びその後30日間 

(2) 労基法第65条に規定する産前，産後の期間及びその後就労を開始した日以後30日間 

２ 大学は，第18条第１項の規定にかかわらず，次の各号の一に該当する期間は第３条第１号及び第２

号に該当する特任教員のうち船員である者を解雇しない。ただし，第１号の場合において，療養開始

後３年を経過しても傷病が治らない場合又は船員法第44条の２第２項の規定により所轄地方運輸局の

認定を受けた場合は，この限りではない。 

(1) 業務上負傷し，又は疾病にかかり療養のため休業する期間及びその後30日間 

(2) 船員法第87条第１項及び第２項に規定する妊娠中及び出産後の期間及びその後就労を開始した

日以後30日間 

（退職者の責務） 

第21条 大学を退職し，又は解雇された特任教員は，保管中の備品，書類その他すべての物品を速やか

に返還しなければならない。 

（退職証明書等） 

第22条 特任教員が退職し，又は解雇された場合は，その請求に基づき，使用期間，業務の種類，地位，

賃金又は退職の事由（解雇の場合はその理由）について，証明書を交付する。 

第３章 服務 

（誠実義務） 

第23条 特任教員は，別に定める場合を除いては，国大法に定める国立大学の使命と業務の公共性を自

覚し，誠実かつ公正に職務を遂行するとともに，その職務の遂行に専念しなければならない。 

（法令等の遵守） 

第24条 特任教員は，その職務を遂行するに当たっては，関係法令及び大学の規則等を遵守し，上司の

指示命令に従ってその職務を遂行しなければならない。 

（信用失墜行為の禁止） 

第25条 特任教員は，職務の内外を問わず，大学の信用を傷つけ，又は職員全体の不名誉となるような

行為をしてはならない。 

（秘密の厳守） 

第26条 特任教員は，職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。 

２ 法令に基づく証人，鑑定人等となり，職務上の秘密に属する事項を発表するには，所属長の許可を

受けなければならない。 

３ 前各項の規定は，退職又は解雇された後といえども同様とする。 

（文書の配布，掲示等） 

第27条 特任教員が大学の敷地又は施設内（以下「学内」という。）において文書若しくは図画の配布

又は集会，演説，放送若しくはこれに類する行為を行うときは，あらかじめ大学に届け出なければな

らない。ただし，大学の業務の正常な運営を妨げるおそれのある場合は，これを行ってはならない。 

２ 特任教員が学内で文書又は図画を掲示する場合には，大学に届け出た上で，あらかじめ指定された
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場所にこれを掲示しなければならない。 

（ハラスメントの防止） 

第28条 特任教員は，国立大学法人北海道大学ハラスメント防止規程（平成16年海大達第102号）を遵守

し，人権侵害，性差別その他のハラスメントをいかなる形でも行ってはならない。 

（倫理の保持） 

第29条 特任教員は，国立大学法人北海道大学役職員倫理規程（平成16年海大達第103号）を遵守し，職

務に関して直接たると間接たるとを問わず，不正又は不当に金銭その他の利益を授受し，提供し，要

求し，若しくは授受を約束し，その他これに類する行為をし，又はこれらの行為に関与してはならな

い。 

（兼業） 

第30条 第３条第１号及び第２号に該当する特任教員が，職務以外の業務に従事しようとするときは，

国立大学法人北海道大学職員兼業規程（平成16年海大達第104号）の定めるところにより，大学に届け

出なければならない。 

（公職の候補者への立候補・就任） 

第31条 特任教員は，国会議員並びに地方公共団体の長及び議会の議員その他の公職に立候補しようと

するときは，あらかじめその旨を大学に届け出なければならない。 

２ 特任教員は，国務大臣及び国会議員並びに地方公共団体の長及び議会の議員その他の公職に就任し

ようとするときは，あらかじめその旨を届け出なければならない。 

（大学の財産又は物品の保守） 

第32条 特任教員は，大学の財産又は物品を不当に棄却し，損傷し，又は亡失してはならない。 

２ 特任教員は，大学の財産又は物品を私用に供してはならない。 

第４章 労働時間，休憩，休日及び休暇等 

第１節 労働時間，休憩及び休日等 

（所定労働時間等） 

第33条 第３条第１号及び第２号（次項に規定する者を除く。）に該当する特任教員の所定労働時間は，

休憩時間を除き，１日７時間45分，１週間につき38時間45分とする。 

２ 第３条第１号及び第２号に該当する特任教員のうち船員である者に係る本章の規定に定める事項に

ついては，本章の規定は適用せず，国立大学法人北海道大学船員労働時間，休日及び休暇規程（平成

16年海大達第92号。第47条において「船員労働時間規程」という。）の定めるところによる。 

３ 第３条第３号及び第４号に該当する特任教員の所定労働時間は，当該特任教員との労働契約におい

て定める。 

（始業・終業の時刻及び休憩時間等） 

第34条 前条第１項に掲げる特任教員の始業及び終業の時刻並びに休憩時間（以下「所定の勤務時間」

という。）は，別表第１のとおりとする。 

２ 大学は，業務の都合上必要があると認める場合は，１日の所定労働時間を超えない範囲で，所定の

勤務時間を変更することがある。 

３ 小学校就学前の子の養育又は要介護状態にある家族の介護を行う特任教員は，国立大学法人北海道

大学職員育児休業・介護休業等規程（平成16年海大達第96号。以下「育児・介護休業等規程」という。）

第26条の規定により，１日の所定労働時間を変更することなく始業又は終業の時刻を繰り上げ又は繰

り下げることができる。 

（休憩時間） 

第35条 １日の所定労働時間が６時間を超える場合又は１日の所定労働時間が６時間を超えない場合で

あって，かつ，労働契約を締結する際にあらかじめ同意を得ている場合は，労働時間の途中に45分の

休憩時間を置く。 

２ 業務上の必要がある場合は，労基法第34条第２項に基づく労使協定の定めるところにより，交替で

休憩させることがある。 

３ 休憩時間は，自由に利用することができる。 

第36条 削除 

（休日） 

第37条 休日は，原則として次の各号に定める日とする。 

(1) 土曜日及び日曜日 
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(2) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号。第60条において「祝日法」という。）に定め

る休日 

(3) 12月29日から翌年１月３日までの日 

(4) 前各号に定めるもののほか，大学が指定した日 

２ 職務上の必要により，前項第１号から第３号までに定める日に休日を設けることができない場合に

は，特任教員との労働契約により，前項第１号から第３号までに定める日以外の日を休日として指定

することができる。 

（休日の振替） 

第38条 大学は，業務の都合上必要がある場合には，前条の規定による休日をその休日が属する週（日

曜日から土曜日までをいう。）の他の日に振り替える（以下「休日の振替」という。）ことがある。 

２ 前項の規定による休日の振替を行う場合は，事前に指定するものとし，できる限り特任教員の意向

に添うものとする。 

３ 休日の振替の手続きは，休日の振替通知簿により行うものとする。 

（代休） 

第39条 業務の都合上，前条の規定による休日の振替が行うことができない場合は，事後に代休を指定

し与えることがある。 

２ 代休の手続は，休日の代休通知簿により行うものとする。 

（勤務場所以外の勤務） 

第40条 業務上の必要がある場合には，通常の勤務場所を離れて勤務することを命ずることがある。 

２ 特任教員が前項の勤務を命じられた場合において，当該勤務の労働時間を算定しがたいときは，所

定労働時間を勤務したものとみなす。 

（時間外労働等） 

第41条 業務上の必要がある場合には，第33条又は第37条の規定にかかわらず，労基法第36条第１項に

基づく労使協定の定めるところにより，労働時間を延長し，又は休日に勤務（以下「時間外労働」と

いう。）を命ずることがある。 

２ 時間外労働を命ずることによって，１日の労働時間が６時間を超える場合には45分（１日の労働時

間が８時間を超える場合にあっては１時間）の休憩時間（１日の所定労働時間の途中に置かれる休憩

時間を含む。）をその労働時間の途中に置くものとする。 

３ 大学は，第１項の規定により労働時間を延長することができる場合において，満３歳に満たない子

を養育する特任教員が請求した場合には，育児・介護休業等規程第23条の２の規定により，所定労働

時間を超える勤務を制限するものとする。 

４ 大学は，第１項の規定により労働時間を延長することができる場合において，小学校就学前の子を

養育又は要介護状態の家族を介護する特任教員が請求した場合には，育児・介護休業等規程第24条の

規定により，労働時間の延長時間を制限するものとする。 

５ 妊娠中又は出産後１年を経過しない女性の特任教員が請求した場合は，第１項の勤務及び午後10時

から翌日の午前５時までの間における勤務（以下「深夜勤務」という。）を命じない。 

（災害時等の勤務） 

第42条 災害その他避けることのできない事由によって，臨時の必要がある場合には，その必要限度に

おいて，時間外労働を命ずることがある。 

（宿日直） 

第42条の２ 業務上の必要がある場合は，特任教員に対し，所定の勤務時間以外の時間又は休日に宿直

又は日直の勤務を命ずることがある。 

２ 前項の勤務の職務内容，時間その他の必要な事項については，別に定める。 

（出勤簿） 

第43条 特任教員は，出勤した都度，出勤簿に押印するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，職員の出退勤管理等に関する事務を実施するために設置されている入出

力装置を電気通信回路で接続した電子情報システム（以下この項において「就業管理システム」とい

う。）を使用している職員にあっては，就業管理システムへの入力をもって出勤簿の押印に代えるこ

とができる。 

（遅刻，早退，欠勤等） 

第44条 特任教員が，遅刻，早退若しくは欠勤をし，又は勤務時間中に私用で大学から外出するときは，
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事前に所属長に届け出て承認を得なければならない。ただし，やむを得ない理由により事前に届け出

ることができなかった場合は，事後速やかに届け出て承認を得なければならない。 

（１箇月単位の変形労働時間制） 

第44条の２ 第３条第１号及び第２号に該当する特任教員のうち，業務の都合上特別の形態によって勤

務する必要がある特任教員については，毎月１日を起算日とする１箇月単位の変形労働時間制を適用

する。 

２ 前項の規定が適用される特任教員の労働時間及び休憩時間は，次のとおりとする。 

(1) 週の所定労働時間は，１箇月を平均して38時間45分以内とする。 

(2) １箇月単位の変形労働時間制の対象職員及び各日の所定の勤務時間は，別表第１の２のとおりと

する。ただし，業務の都合その他やむを得ない事情がある場合には，各日の所定の勤務時間を繰り

上げ，又は繰り下げることがある。 

(3) 各人ごとの各日の所定の勤務時間は，勤務時間割振表（以下この条において「勤務割表」という。）

により起算日の７日前までに通知する。 

(4) 前号の勤務割表の作成は，原則として１箇月ごとに行うものとする。 

３ 第１項の規定が適用される特任教員の休日は，次のとおりとする。 

(1) 休日は，１箇月を通じて，変形労働時間制が適用されない特任教員と同じ日数とし，前項第３号

の勤務割表により通知する。 

(2) 前号の休日は，１週間（日曜日から土曜日まで）においては，少なくとも１日以上とする。 

(3) 業務の都合により必要やむを得ない場合は，事前に通知した休日を他の日に振り替えることがあ

る。 

（裁量労働制） 

第45条 第３条第１号及び第２号に該当する特任教員のうち，専ら人文科学及び自然科学に関する研究

の業務に従事する特任教員については，労基法第38条の３に基づく労使協定を締結し，専門業務型裁

量労働制を適用するものとする。 

２ 前項の規定が適用される特任教員の基本的な所定の勤務時間は，別表第２のとおりとする。ただし，

業務の遂行に必要な所定の勤務時間の変更は弾力的に運用するものとし，所定の勤務時間は，専門業

務型裁量労働制が適用される特任教員の裁量によるものとする。 

３ 休日は，第37条の規定によるものとする。 

４ 特任教員が，休日に勤務又は深夜勤務を行う場合には，事前に所属長の許可を受けなければならな

い。 

５ 前４項の規定は，次条に規定する所定労働時間の短縮等の措置を受ける特任教員については，これ

を適用しない。 

（育児・介護休業等） 

第46条 特任教員のうち，子の養育又は家族の介護を行うことが必要な者は，育児・介護休業等規程の

定めるところにより，育児休業，介護休業，１日又は１週間の所定労働時間の短縮等の措置を受ける

ことができる。 

第２節 休暇 

（休暇の種類） 

第47条 特任教員（第３条第２号に該当する特任教員を除く。以下この節において同じ。）の休暇は，

年次有給休暇及び特別休暇とする。 

２ 第３条第２号に該当する特任教員の休暇は，年次有給休暇，病気休暇及び特別休暇とし，この条に

別段の定めがある場合を除くほか，国立大学法人北海道大学職員労働時間，休憩，休日及び休暇規程

（平成16年海大達第91号。次項において「労働時間規程」という。）又は船員労働時間規程を準用す

る。 

３ 第３条第２号に該当する特任教員の年次有給休暇の日数の取扱いについては，再雇用された日の前

日に保有する年次有給休暇の繰り越しを認めるものとする。 

４ 第３条第２号に該当する特任教員が，負傷又は疾病のため療養する必要があり，その勤務しないこ

とがやむを得ないと認める場合に与える病気休暇は，１の年度において10日の範囲内の期間とする。 

（年次有給休暇） 

第48条 特任教員の年次有給休暇の付与日数は，別表第３のとおりとする。ただし，それぞれの期間に

おいて全労働日の８割以上勤務しなかった特任教員には，年次有給休暇を付与しない。 
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２ 次の各号の一に該当する期間は，前項ただし書の規定の適用に当たって，これを勤務したものとみ

なす。 

(1) 労災法第７条第１項第１号に規定する業務災害又は同項第２号に規定する通勤災害に遭い，療養

のため休業した期間 

(2) 産前産後の女性の特任教員が労基法第65条の規定によって休業した期間 

(3) 年次有給休暇又は特別休暇を取得した期間 

(4) 育児・介護休業等規程により育児休業又は介護休業を取得した期間 

(5) 前各号に規定する場合のほか，大学が特に必要と認めた期間 

（年次有給休暇の時季の指定及び変更） 

第49条 特任教員が年次有給休暇を取得しようとするときは，あらかじめ時季を指定して，所定の様式

により所属長に届け出るものとする。ただし，やむを得ない事由がある場合は，その事由を付して，

事後に申し出ることができる。 

２ 大学は，前項により指定された時季に年次有給休暇を与えることが事業の正常な運営を妨げる場合

には，当該休暇の時季を変更することがある。 

３ 第１項の規定にかかわらず，労基法第39条第５項に基づく労使協定の定めるところにより休暇の時

季に関する定めをした場合には，これにより年次有給休暇を与える。 

（年次有給休暇の単位） 

第50条 年次有給休暇の単位は，原則として１日とする。 

（年次有給休暇の有効期間） 

第51条 年次有給休暇の有効期間は，付与された日から２年間とする。 

（年次有給休暇取得日の給与） 

第52条 年次有給休暇の取得日の給与は，所定労働時間労働したときに支払われる通常の給与を支給す

る。 

（特別休暇及びその期間） 

第53条 大学は，特任教員が，別表第４に掲げる要件に該当する場合は，当該欄に掲げる期間の有給の

特別休暇を与える。 

２ 大学は，特任教員が，別表第７に掲げる要件に該当する場合は，当該欄に掲げる期間の無給の特別

休暇を与える。 

（特別休暇の単位） 

第54条 特別休暇の単位は，必要に応じて１日，１時間又は１分を単位として取り扱うものとする。 

（特別休暇の請求） 

第55条 特任教員は，特別休暇（産後休暇を除く。）を取得しようとする場合は，あらかじめ所定の様

式により所属長に申し出なければならない。ただし，やむを得ない事由がある場合には，その事由を

付して，事後に申し出を行うことができる。 

２ 前項の場合において，大学が証明書等を求めたときは，速やかにこれを提出しなければならない。 

第５章 給与 

（給与） 

第56条 特任教員の給与は，基本給及び諸手当とし，基本給の決定方法は，次の各号に定めるものとす

る。 

(1) 第３条第１号に該当する特任教員は，年俸とする。ただし，これにより難い場合においては，日

給又は月給とすることがある。 

(2) 第３条第２号に該当する特任教員は，年俸とする。 

(3) 第３条第３号に該当する特任教員は，時給とする。 

(4) 第３条第４号に該当する特任教員は，日給，月給又は年俸のいずれかの方法により各人ごとに定

める。 

（基本給） 

第57条 基本給の額は，次の各号に定めるものとし，別途労働契約書に明示する。 

(1) 前条第１号本文及び第２号の特任教員の基本給の額は，別に定めるところにより，各人ごとに定

める。 

(2) 前条第１号ただし書及び第３号の特任教員の基本給の額は，職務内容，学歴，資格及び経験等を

勘案し，各人ごとに定める。 
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(3) 前条第４号に定める特任教員の基本給の額は，職務内容等を勘案し，各人ごとに定める。 

２ 前項に定める基本給の額は，労働契約の期間中であっても職員就業規則又は船員就業規則の適用を

受ける職員の給与が改定された場合には，改定することがある。 

（諸手当） 

第58条 諸手当の種類は，次の各号に定めるものとする。ただし，特任教員の給与原資の経理処理上制

約のある場合は，この限りでない。 

(1) 基本給の調整額 

(2) 地域手当 

(3) 超過勤務手当 

(4) 休日給 

(5) 夜勤手当 

(6) 特地勤務手当 

(7) 宿日直手当 

(8) 放射線取扱手当 

(9) 高所作業手当 

(10) 山上等作業手当 

(11) 入試手当 

(12) 通勤手当 

(13) 住居手当 

(14) 寒冷地手当 

(15) 極地観測手当 

(16) 期末手当 

(17) 勤勉手当 

(18) 学位論文審査手当 

(19) 教員免許状更新講習手当 

(20) 特別教授手当 

２ 次の各号に定める特任教員には，それぞれ同号に定める諸手当を支給する。 

(1) 第56条第１号本文により基本給の決定方法が年俸である特任教員 前項第３号から第５号まで

並びに第７号，第11号，第12号，第18号及び第19号に定める手当 

(2) 第56条第２号により基本給の決定方法が年俸である特任教員 前項第３号から第５号まで並び

に第７号，第11号，第12号，第18号から第20号までに定める手当 

(3) 第56条第１号ただし書により基本給の決定方法が日給である特任教員 前項第３号から第19号

までに定める手当 

(4) 第56条第１号ただし書により基本給の決定方法が月給である特任教員 前項第１号から第19号

までに定める手当 

(5) 第56条第４号に定める特任教員 各人ごとに定める手当，別途労働契約書に明示する。 

３ 第１項の諸手当の支給については，第２号から第11号まで並びに第15号，第18号から第20号までに

ついては，職員就業規則又は船員就業規則の適用を受ける職員の例に準じ，第１号及び第12号から第

14号までについては，別表第９に定めるところによるものとし，第16号及び第17号については，前項

第３号及び第４号に定める特任教員に支給する場合にあっては，別表第10の定めるところによるもの

とする。 

４ 前項の規定にかかわらず，第１項第３号から第６号までに定める諸手当を第２項第３号に定める特

任教員に支給する場合にあっては，別表第12によるものとする。 

５ 第１項に定める諸手当の額は，労働契約の期間の中途においても，職員就業規則又は船員就業規則

の適用を受ける職員の諸手当の額が改定された場合には，改定することがある。 

（給与の支払） 

第59条 給与は，通貨で直接特任教員本人にその全額を支払うものとする。ただし，法令，労基法第24

条に基づく労使協定又は船員法第53条第１項に基づく労働協約に定めるものについては，これを給与

から控除して支払うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，特任教員から書面による申し出があった場合には，給与は，その指定す

る銀行その他の金融機関における預貯金口座に所要金額を振り込むことによって支払う。 
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（給与の計算期間及び支給日） 

第60条 第56条第１号（ただし書により基本給を日給とする特任教員を除く。）及び第２号に定める特

任教員の給与の計算期間及び支給日は，職員就業規則の適用を受ける職員の例による。 

２ 第56条第１号ただし書により基本給を日給とする特任教員及び同条第３号に定める特任教員の給与

の計算期間は，当月１日から当月末日までの分を，翌月17日に支給する。ただし，17日が日曜日に当

たるときは，15日に，17日が土曜日に当たるときは，16日に，17日が祝日法に規定する休日に当たる

ときは，18日に支給する。 

３ 第56条第４号に定める特任教員の給与の計算期間及び支給日は，各人ごとに定め，別途労働契約書

に明示するものとする。 

（欠勤等の扱い） 

第61条 欠勤，遅刻，早退及び私用外出の時間については，原則として給与支払額から当該時間数に相

当する基本給額を減額するものとする。 

（年俸制を適用する特任教員の給与） 

第62条 この規則に定めるもののほか，第56条第１号本文及び第２号の規定により基本給の決定方法を

年俸とする特任教員の給与について必要な事項は，別に定める。 

（育児短時間勤務職員の給与） 

第62条の２ 育児・介護休業等規程第13条の２第１項に規定する育児短時間勤務をしている特任教員に

ついてのこの規則の規定の適用については，次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は，

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とするものとする。 

第57条第1項第2号 勘案し，各人ごとに

定める。 

勘案し，次に定めるところにより各人ごとに定め

る。 

イ 基本給の決定方法が日給である特任教員にあ

っては，その者が受ける日給の額に育児・介護休

業等規程第13条の2第3項の規定により同条第1項

に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤

務」という。）の承認を受けた特任教員の当該承

認を受けた1日における所定の勤務時間を第33条

第1項又は第3項の規定により定められたその者

の1日における所定労働時間で除して得た数を乗

じて得た額 

ロ 基本給の決定方法が月給である特任教員にあ

っては，その者が受ける月給の額を職員就業規則

又は船員就業規則の適用を受ける職員の例によ

り算出した額 

別表第10 基本給の月額とす

る。 

基本給の月額とする。ただし，基本給の決定方法が

日給である特任教員にあっては，育児短時間勤務を

しなかったと仮定した場合の基本給の月額とし，基

本給の決定方法が月給である特任教員にあっては，

基本給，基本給の調整額を職員就業規則又は船員就

業規則の適用を受ける職員の例により算出した額

を基本給の月額とする。 

別表第12 日給の額 育児短時間勤務をしなかったと仮定した場合の日

給の額 

第６章 退職手当 

（退職手当） 

第63条 退職手当は，次の各号に定める特任教員について，それぞれ同号に定めるところによる。ただ

し，特任教員の給与原資の経理処理上制約のある場合は，この限りでない。 

(1) 第56条第１号（ただし書に定める特任教員を除く。）から第３号までに定める特任教員は，退職

手当は支給しない。 

(2) 第56条第１号ただし書に定める特任教員は，６箇月を超えて継続勤務した場合，国立大学法人北
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海道大学特任教員及び契約職員退職手当規程（平成16年海大達第105号）の定めるところにより，退

職手当を支給するものとする。 

(3) 第56条第４号に定める特任教員は，退職手当の支給の有無について各人ごとに定め，別途労働契

約書に明示する。 

第７章 表彰 

（表彰） 

第64条 大学は，特任教員が次の各号の一に該当する場合は，表彰するものとする。 

(1) 職務上顕著な功績等があった場合 

(2) 職務外において，人命救助，ボランティア活動等で社会的に高い評価を受け，大学の名誉を著し

く高めるなど職員の模範として表彰に値する善行を行った場合 

２ 前項に定めるもののほか，必要な事項については，別に定める。 

第８章 懲戒及び訓告等 

第１節 懲戒 

（懲戒） 

第65条 大学は，特任教員が次の各号の一に該当する場合は，懲戒することができる。 

(1) この規則又は法令に違反した場合 

(2) 職務上の義務に違反し，又は職務を怠った場合 

(3) 特任教員としてふさわしくない非行のあった場合 

２ 前項に定めるもののほか，必要な手続きに関しては，国立大学法人北海道大学職員の懲戒の手続き

に関する規程（平成16年海大達第99号）を準用する。 

（懲戒の種類） 

第66条 懲戒の種類は，次の各号によるものとする。 

(1) 戒告 始末書を提出させ事由を示して戒める。 

(2) 減給 減給１回の額が平均賃金の１日分の半額を超えず，総額において一給与支払期間における

給与の10分の１以内において給与を減ずる。 

(3) 出勤停止 １日以上10日以内を限度として出勤を停止し，その間の給与を支給しない。 

(4) 停職 １箇月以上１年以内を限度として出勤を停止し，その間の給与を支給しない。 

(5) 諭旨解雇 退職届の提出を勧告し，これに応じない場合は，懲戒解雇する。 

(6) 懲戒解雇 予告期間を設けないで即時解雇する。この場合において所轄労働基準監督署長の認定

を受けたときは，予告手当（平均賃金の30日分）を支給しない。 

（自宅待機） 

第67条 大学は，特任教員に懲戒に該当する疑いがあるときは，懲戒が決定するまでの間，当該特任教

員に自宅待機を命ずることができる。 

第２節 訓告等 

（訓告等） 

第68条 大学は，第65条に基づく懲戒に該当するに至らない者に対して，注意を喚起し，その服務を厳

正にするために必要があるときは，訓告又は厳重注意を行うことができる。 

第３節 損害賠償 

（損害賠償） 

第69条 大学は，故意又は重大な過失により大学に損害を与えた特任教員に対し，懲戒，訓告等とは別

に，損害の全部又は一部を賠償させることがある。 

第９章 安全及び衛生 

（安全及び衛生の確保に関する措置） 

第70条 大学は，労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）その他の関係法令に基づき，特任教員の健康

増進と危険防止のため必要な措置を講じるものとする。 

２ 特任教員は，安全，衛生及び健康の保持増進について，関係法令のほか，所属長の指示を守るとと

もに，大学が行う安全及び衛生に関する措置に協力しなければならない。 

（安全衛生教育） 

第71条 特任教員は，安全，衛生及び健康確保について，大学が行う教育訓練を受けなければならない。 

（非常災害時等の措置） 

第72条 特任教員は，火災その他非常災害を発見し，又はそのおそれがあることを知ったときは，自ら
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適切な措置を講ずるよう努めるとともに，速やかに上司その他の関係者に連絡して，その指示に従っ

て，被害を最小限にくいとめるよう努力しなければならない。 

２ 特任教員は，前項に規定する場合以外のときであっても，業務の運営に重大な障害のあることを知

ったとき，又はそのおそれがあると認めるときには，速やかに上司に報告する等適切な措置を講じな

ければならない。 

（健康診断等） 

第73条 特任教員は，大学が毎年実施する定期又は臨時の健康診断を受けなければならない。ただし，

所定の項目について医師による健康診断を受け，その者が当該健康診断の結果を証明する書面を大学

に提出した場合は，この限りでない。 

２ 大学は，前項の健康診断の結果に基づいて必要があると認める場合には，当該特任教員の実情を考

慮して，就業の禁止，労働時間の制限等特任教員の健康保持に必要な措置を講ずるものとする。 

３ 特任教員は，正当な理由なく前項の措置を拒んではならない。 

（就業禁止） 

第74条 大学は，特任教員が次の各号の一に該当する場合には，就業を禁止することがある。 

(1) 伝染のおそれのある病人，保菌者及び保菌のおそれのある場合 

(2) 労働のため病勢が悪化するおそれのある場合 

(3) 前２号に準ずる場合 

２ 前項に該当する場合は，直ちに所属長に届け出て，その指示に従わなければならない。 

第10章 災害補償 

（業務災害） 

第75条 特任教員の業務上の災害補償については，労基法及び労災法の定めるところによる。 

（通勤途上災害） 

第76条 特任教員の通勤途上における災害補償については，労災法の定めるところによる。 

第11章 研修 

（研修） 

第77条 大学は，特任教員に対し，業務に必要な知識，技能を高め，資質の向上を図るため，必要な研

修を行う。 

２ 特任教員は，前項の研修を受講するよう命ぜられた場合には，研修を受けなければならない。 

３ 専ら研究業務に従事する特任教員は，その職責を遂行するために，所属長の承認を受けて勤務場所

を離れて研修を行うことができる。 

第12章 出張 

（出張） 

第78条 大学は，業務上必要がある場合は，特任教員に出張を命じることがある。 

２ 出張を命じられた特任教員が出張を終えたときには，速やかにその旨を所属長に報告しなければな

らない。 

３ 前２項に定めるもののほか，出張に関する事項については，国立大学法人北海道大学旅費規則（平

成16年海大達第122号。次条において「旅費規則」という。）の定めるところによる。 

（旅費等） 

第79条 特任教員が出張又は赴任を命ぜられた場合の旅費については，旅費規則の定めるところによる。 

２ 前項に定めるもののほか，旅費等に関する事項については，職員就業規則又は船員就業規則の適用

を受ける職員の例による。 

第13章 職務発明等 

（職務発明及び成果有体物の権利の帰属） 

第80条 特任教員が職務上行った発明，考案又は著作に関する取扱いについては，国立大学法人北海道

大学職務発明規程（平成16年海大達第108号）の定めるところによる。 

２ 特任教員が教育若しくは研究の結果又はその過程において得た成果有体物に関する取扱いについて

は，国立大学法人北海道大学成果有体物取扱規程（平成17年海大達第14号）の定めるところによる。 

第14章 福利・厚生 

（宿舎利用） 

第81条 特任教員の宿舎の利用については，国立大学法人北海道大学宿舎貸与規則（平成16年海大達第

124号）の定めるところによる。 
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（福利・厚生施設） 

第82条 前条を除く福利・厚生施設の利用については，別に定める。 

附 則 

（略） 

附 則（平成27年４月１日海大達第65号） 

この規則は，平成27年４月１日から施行する。 

別表 

（略） 



修士課程
学年 学期 学位取得までのスケジュール 研究指導体制

1

○４月
・学生から，修士課程における研究目標等をまとめた「研究計画書」の提出
・入試の際に提出された「出願書類」に基づき，指導教員を仮決定

○７月中旬まで
・仮決定した指導教員と学生との相談により，「研究計画書」を確定

○８月
・確定した「研究計画書」の内容に基づき，主任指導教員及び副指導教員（主任指導教員と異なる系）を教授
会で決定

仮決定した指導教員による指導

主任指導教員と副指導教員によ
る複数指導

2
○学期末まで
・学生から，修士論文のテーマ，これまでの成果及び今後の展望等を記載した「修士論文作成計画書」の提出

1
○学期末まで
・学生が標準修業年限で修了できるよう，主任指導教員が，学生と面談等を行い，学位論文の進捗状況を確
認

2

○１月上旬まで
・学生から「修士論文」の提出
※「修士論文」の提出資格：所定の期間在学し，所定の単位を修得すること

○１月中旬まで
・学生から提出された論文を，主任指導教員及び副指導教員により予備審査
・主任指導教員は，学院長に予備審査の結果を報告
・予備審査に合格した論文について，主査１名，副査２名以上の審査委員で構成される審査委員会を置く
・当該学生の主任指導教員は，３名以上の審査委員（自薦可，最低限１名は，主任指導教員と異なる系）を学
院長に推薦し，教授会で主査及び副査を決定

○２月中旬まで
・学位審査は，公開形式の発表会により行う
・審査委員会は，発表会における学生の質疑応答等の内容に基づき，必要に応じて，学生に口頭試問等を行
い，主査が審査結果をまとめ，学院長に報告

○２月下旬まで
・「修士論文」の審査結果，授業科目の単位修得状況に基づき，教授会で課程修了者を決定

博士後期課程
学年 学期 学位取得までのスケジュール 研究指導体制

1
○４月
・学生から，博士後期課程における研究目標等をまとめた「研究計画書」の提出
・「研究計画書」の内容に基づき，主任指導教員及び副指導教員（主任指導教員と異なる系）を教授会で決定

2

1

2

○学期末まで
・学生が標準修業年限で修了できるよう，主任指導教員が，学生と面談等を行い，学位論文の進捗状況を確
認
・学生から，博士論文のテーマ，これまでの成果及び今後の展望等を記載した「博士論文作成計画書」の提出

1

2

○１２月上旬まで
・学生から「博士論文」の提出
※「博士論文」の提出資格
①所定の期間在学し，所定の単位を修得すること
②博士後期課程の在籍期間において，査読付学術雑誌に第一著者として掲載された，あるいは掲載されるこ
とが確約されている研究論文が１編以上あること
※提出可能な学位論文の種類
①Thesis（英語又は日本語）とする
②上記①のほか，博士後期課程の在籍期間において，英文の査読付学術雑誌に第一著者として掲載され
た，あるいは掲載されることが確約されている研究論文があれば，これを学位論文とすることができる

○１２月中旬まで
・学生から提出された論文を，主任指導教員及び副指導教員により予備審査
・主任指導教員は，学院長に予備審査の結果を報告
・予備審査に合格した論文について，主査１名，副査２名以上の審査委員で構成される審査委員会を置く
・当該学生の主任指導教員は，３名以上の審査委員（自薦可，最低限１名は，主任指導教員と異なる系）を学
院長に推薦し，教授会で主査及び副査を決定
・主査・副査の選出にあたっては，内容の専門性に対応し，かつ学位論文審査に係る 透明性・客観性・公平性
にも十分な配慮をする

○２月上旬まで
・学位審査は，公開形式の発表会により行う
・審査委員会は，発表会における学生の質疑応答等の内容に基づき，必要に応じて，学生に口頭試問等を行
い，主査が審査結果をまとめ，学院長に報告

○２月下旬まで
・「博士論文」の審査結果，授業科目の単位修得状況に基づき，教授会で課程修了者を決定

修了までのスケジュール表【３月修了の例】

1

2

主任指導教員と副指導教員によ
る修学状況の確認及び研究の進
め方について適切なアドバイス

1

主任指導教員と副指導教員によ
る複数指導

主任指導教員と副指導教員によ
る修学状況の確認及び研究の進
め方について適切なアドバイス

2

3

資料９
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 資料10 
国立大学法人北海道大学における研究活動上の不正行為に関する規程 

平成19年７月23日 

海大達第221号 

（目的） 

第１条 この規程は，国立大学法人北海道大学（以下「本学」という。）における不正行為の防止及び

不正行為があった場合の措置に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において「役職員等」とは，次の各号に掲げる者及びこれらの者であった者をいう。 

(1) 役員及び職員 

(2) 学部学生，大学院学生，聴講生，科目等履修生その他の本学において修学している者 

(3) 研究生，受託研究員その他の本学において研究に従事している者 

２ この規程において「不正行為」とは，次の各号に掲げるものとする。 

(1) 研究活動上の行為であって，捏造（存在しないデータ，研究結果等を作成することをいう。），

改ざん（研究資料，機器及び過程を変更する操作を行い，データ，研究活動によって得られた結果

等を真正なものでないものに加工することをいう。），盗用（他の者のアイデア，分析方法，解析

方法，データ，研究結果，論文又は用語を，当該者の了解又は適切な表示なく流用することをいう。）

及びこれらの行為の証拠を隠滅し，又は立証を妨げるもの。ただし，故意によるものでないことが

根拠をもって明らかにされたものを除く。 

(2) 研究活動上の行為であって，二重投稿（他の学術誌等に既発表又は投稿中の論文と本質的に同じ

論文を投稿することをいう。），不適切なオーサーシップ（論文著作者が適正に公表されないこと

をいう。）及びこれらの行為の証拠を隠滅し，又は立証を妨げるもの。ただし，故意によるもので

ないことが根拠をもって明らかにされたものを除く。 

３ この規程において「部局等」とは，人材育成本部，創成研究機構，国際本部，高等教育推進機構，

サステイナブルキャンパス推進本部，安全衛生本部，大学力強化推進本部，産学・地域協働推進機構，

総合IR室，各学部，病院，各研究科，各学院，各研究院，公共政策学教育部，公共政策学連携研究部，

各附置研究所，附属図書館，各研究センター，各学内共同施設及び国際連携研究教育局をいう。 

（役職員等の責務） 

第３条 役職員等（前条第１項各号に掲げる者に限る。以下この条（第４項を除く。）及び第６条第２

項において同じ。）は，倫理観の涵養及び保持に努めるとともに，不正行為を行ってはならない。 

２ 研究に従事する役職員等は，本学が実施する研究者等に求められる倫理規範を修得等させるための

教育（以下「研究倫理教育」という）を受講するものとする。 

３ 役職員等は，職務上直接の指示命令を行う者について，当該者が不正行為を行うことのないよう，

適切に監督するものとする。 

４ 役職員等が不正行為を行った場合は，当該不正行為を行った者がその責任を負うものとする。 

（研究不正対応最高管理責任者） 

第４条 本学における不正行為の防止等に関する総括を行う者として，本学に，研究不正対応最高管理

責任者（以下「最高管理責任者」という。）を置き，総長をもって充てる。 

２ 最高管理責任者は，不正行為を防止するための対策の基本方針（次条において「基本方針」という。）

を策定するとともに，適切な措置を講じるものとする。 

３ 最高管理責任者は，次条に規定する研究不正対応統括管理責任者及び第６条に規定する研究倫理教

育責任者が責任を持って研究倫理教育を行うことができるよう，必要な措置を講ずるものとする。 

（研究不正対応統括管理責任者） 

第５条 本学に，最高管理責任者を補佐し，本学における不正行為の防止及び不正行為があった場合の

措置について統括する者として，研究不正対応統括管理責任者（以下「統括管理責任者」という。）

を置き，総長が指名する理事をもって充てる。 

２ 統括管理責任者は，基本方針に基づき，研究倫理教育プログラムその他の本学全体の具体的な対策

を策定及び実施するとともに，その実施状況を確認し，最高管理責任者に報告するものとする。 

３ 統括管理責任者は，役職員等が不正行為を行った場合には，関係理事と連携して厳正に対処するも

のとする。 
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（研究倫理教育責任者） 

第６条 部局等における不正行為の防止及び公正な研究活動を促進するための研究倫理教育を実施する

責任者として，部局等に，研究倫理教育責任者を置き，部局等の長をもって充てる。 

２ 研究倫理教育責任者は，統括管理責任者の指示に基づき，当該部局等における研究活動に関わる全

ての役職員等に対し，研究倫理教育を行わなければならない。 

（研究データの保存及び開示） 

第６条の２ 研究活動に関わる全ての役職員等は，その研究データを一定期間保存し，必要な場合に開

示しなければならない。 

２ 保存又は開示する研究データの内容，保存期間，保存方法及び開示方法等については，データの性

質や研究分野の特性を踏まえ，最高管理責任者が別に定める。 

（申立て及び情報の提供） 

第７条 何人も，本学において不正行為があることを疑うに足りる事由を知ったときは，当該不正行為

の事実を調査させるため，最高管理責任者に対し，当該不正行為に関する申立てをし，又は情報の提

供を行うことができる。 

（申立ての方法） 

第８条 前条の申立ては，原則として次に掲げる事項を明らかにした書面を次条第１項の窓口を経由し

て提出することにより行うものとする。 

(1) 申立てをする者の氏名又は名称及び住所 

(2) 不正行為を行った疑いがある役職員等（以下「被申立者」という。）の氏名 

(3) 不正行為の態様及び内容 

(4) 不正行為とする科学的かつ合理的な理由 

(5) 第10条第１項本文の規定により氏名，住所その他の申立てをした者を識別することができる事項

を明らかにしないことについての希望の有無 

２ 前項の書面の提出は，郵便を利用する方法，ファクシミリを利用してする送信の方法又は電子メー

ルの送信の方法により行うことができるものとする。 

（不正行為申立て窓口） 

第９条 本学に，申立て及び申立ての意思を明示しない相談を受け付けるため，不正行為申立て窓口（以

下「窓口」という。）を設置する。 

２ 窓口は，弁護士である者に委嘱するものとする。 

３ 窓口は，第１項の規定による申立ての意思を明示しない相談を受けたときは，その内容について統

括管理責任者に適宜の方法により報告するものとする。 

４ 統括管理責任者は，前項の報告を受けたときは，その内容について確認し，相当の理由があると認

めた場合は，窓口を経由して，相談者に対し，申立ての意思の有無について確認するものとする。 

５ 前項の規定による確認の結果，相談者に申立ての意思がある場合には，統括管理責任者は，窓口を

経由して，相談者に前条に定める書面の提出を求めることができる。 

６ 窓口は，前条第１項の規定による申立てを受けたときは，同項の書面を統括管理責任者に送付する

ものとする。 

（氏名等の秘匿を希望した申立者） 

第10条 第８条第１項に規定する申立てをした者は，その希望により，窓口として委嘱された者以外の

者に氏名，住所その他の当該申立てをした者を識別することができる事項を明らかにしないことがで

きる。ただし，当該申立てが，第16条第３項に該当する場合は，この限りではない。 

２ 次条第１項に規定する情報の提供を行った者は，氏名，住所その他の当該情報の提供を行った者を

識別することができる事項を明らかにしている場合には，その希望により，当該情報の提供を受けた

者，最高管理責任者，統括管理責任者及び窓口として委嘱された者以外の者に氏名，住所その他の当

該情報の提供を行った者を識別することができる事項を明らかにしないことができる。ただし，当該

申立てが，第16条第３項に該当する場合は，この限りではない。 

（情報の提供） 

第11条 第８条第１項に規定する書面によらないで，又は同項に規定する窓口を経由しないで，本学に

対し不正行為に関する情報の提供があった場合には，当該情報の提供を受けた者は，速やかに当該情

報の提供を受けた旨を統括管理責任者に通知するものとする。 

２ 統括管理責任者は，前項の規定による通知を受けた場合で，同項に規定する情報の提供を行った者
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が氏名，住所その他の当該情報の提供を行った者を識別することができる事項を明らかにしていると

きは，第８条第１項各号に掲げる事項を確認するものとする。 

（予備調査） 

第12条 統括管理責任者は，第９条第６項の規定による書面の送付又は前条第１項の規定による通知を

受けた場合において同項の情報の提供が合理性を有する内容のものであると認めるときは，不正行為

調査委員会（以下「調査委員会」という。）を設置し，予備調査を行うものとする。 

２ 前項の調査は，第14条第１項各号に掲げる委員のうち，統括管理責任者が指名する委員が行うもの

とする。 

３ 第１項の調査は，次に掲げる方法により，申立ての内容の合理性及び客観的な資料により検証する

ことができるかどうかについて調査するものとする。 

(1) 申立者（第７条の規定により申立てをした者であって，氏名，住所その他の当該申立てをした者

を識別することができる事項を明らかにしているものをいう。以下同じ。），被申立者その他の関

係者（以下「関係者」という。）からの証言の聴取 

(2) 申立てに係る不正行為を疎明するに足りる実験ノート，実験記録その他データ等の検証 

(3) 申立てに係る不正行為に関する研究報告の原稿，発表記録等の検証 

(4) 申立てに係る研究に関する資金の検証 

(5) その他調査委員会が必要と認めた方法 

４ 第１項の調査は，第９条第６項の規定による書面の送付又は前条第１項の規定による通知を受けた

日から概ね30日以内に終了するものとする。 

（調査の要否の決定） 

第13条 統括管理責任者は，前条の予備調査の終了後，調査を行うかどうかを速やかに決定し，併せて

最高管理責任者へ報告するものとする。 

２ 統括管理責任者は，前項の規定による調査を行うことを決定したときは，速やかに調査委員会にお

いて，当該調査を行うものとする。 

３ 統括管理責任者は，第１項の規定による調査を行うことを決定したときは，その旨並びに調査委員

の所属及び氏名を，次に掲げる者に書面により通知するものとする。この場合において，統括管理責

任者は，第10条各項本文の規定により氏名，住所その他の申立者を識別することができる事項を明ら

かにしないことを希望した申立者に対し通知するときは，窓口を経由して行うものとする。 

(1) 申立者 

(2) 被申立者 

(3) 被申立者の所属する部局等の長（被申立者が第２条第１項各号に掲げる者であった者である場合

にあっては，当該被申立者が申立て又は情報の提供（以下単に「申立て」という。）に係る研究を

行った際に所属していた部局等の長をいう。以下同じ。）（当該部局等の長が被申立者である場合

にあっては，当該部局等の教員のうちから理事が指名する者とする。以下この条及び次条において

同じ。） 

(4) 被申立者の所属する機関の長（被申立者が第２条第１項各号に掲げる者であった者である場合を

除き，被申立者に当該機関に所属する者がある場合に限る。第18条及び第22条において同じ。） 

４ 前項の通知を受けた申立者及び被申立者が，調査委員会の委員に，委員として適当でない者が含ま

れていると思料する場合は，統括管理責任者に対し，前項の通知を受け取った日から７日以内に異議

申立てをすることができる。この場合において，第10条各項本文の規定により氏名，住所その他の申

立者を識別することができる事項を明らかにしないことを希望した申立者は，窓口を経由して異議申

立てを行うことができるものとする。 

５ 統括管理責任者は，前項の異議申立ての内容を審査し，その内容が妥当であると判断したときは，

当該異議申立てに係る委員を変更するものとする。 

６ 統括管理責任者は，前項の規定により委員の一部を変更した場合は，その旨を申立者及び被申立者

に通知するものとする。この場合において，統括管理責任者は，第10条各項本文の規定により氏名，

住所その他の申立者を識別することができる事項を明らかにしないことを希望した申立者に対し通知

するときは，窓口を経由して行うものとする。 

７ 統括管理責任者は，第１項の規定による調査を行わないことを決定したときは，理由を付してその

旨を申立者に通知するとともに，申立てに係る研究に関する資料を保存し，申立者並びに公募型研究

資金等の配分を行う機関及び当該公募型研究資金等を所管する中央省庁（以下「資金配分機関」とい
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う。）の求めに応じ開示するものとする。この場合において，統括管理責任者は，第10条各項本文の

規定により氏名，住所その他の申立者を識別することができる事項を明らかにしないことを希望した

申立者に対し通知するときは，窓口を経由して行うものとする。 

８ 統括管理責任者は，第２項の規定により調査を行うことを決定した場合で，申立ての内容に第２条

第２項第１号に掲げるものが含まれているときは，資金配分機関へ書面により報告するものとする。 

（調査委員会） 

第14条 調査委員会は，次に掲げる委員をもって組織する。ただし，調査対象となる事案について，特

別の事情があると統括管理責任者が認める場合には，第２号又は第３号の委員を除いて組織すること

ができる。 

(1) 最高管理責任者が指名する統括管理責任者以外の理事 

(2) 統括管理責任者が指名する部局等の長 

(3) 統括管理責任者が指名する役職員 若干名 

(4) 弁護士等の学外の有識者 若干名 

(5) その他統括管理責任者が必要と認めた者 

２ 前項第４号の委員の数の合計は，調査委員会の委員の半数以上でなければならない。 

３ 第１項第２号から第５号までの委員は，総長が委嘱する。ただし，同項第３号の委員の委嘱は，被

申立者の所属する部局等の長の推薦に基づくものとする。 

４ 申立者又は被申立者と利害関係を有する者は，調査委員会の委員となることができない。 

５ 調査委員会に委員長を置き，第１項第１号の委員をもって充てる。 

（調査委員会による調査） 

第15条 調査委員会は，次に掲げる事項について調査を行うものとする。 

(1) 不正行為の有無 

(2) 不正行為の内容 

(3) 不正行為に関与した者及びその関与の度合い 

(4) 当該研究活動に係る論文等の各著者の当該論文等及び当該研究活動における役割 

２ 第13条第１項の調査は，申立てに係る研究に関する論文，実験ノート，観察ノート，データその他

の資料の検証及び関係者の証言の聴取により行うこととする。 

３ 調査委員会は，被申立者に対し，申立てに係る研究に関する実験等（以下「再実験」という。）を

行うことを要請することができる。 

４ 本学は，調査委員会が被申立者に対し，前項の規定による再実験を行うことを要請した場合には，

再実験を行うために必要な期間を与え，経費及び場所等を提供することができるものとする。 

５ 再実験は，調査委員会の指導及び監督の下に実施されなければならない。 

（調査委員会による認定） 

第16条 調査委員会は，第13条第１項の調査の開始後概ね150日以内に，不正行為に該当するかどうかに

ついての認定を行うものとする。ただし，前条第３項による再実験を行った場合は，その再実験に要

した期間は本条本文に定める期間としては算入しないものとする。 

２ 前項の認定に際しては，前条第１項に掲げる事項を明らかにするものとする。 

３ 調査委員会は，不正行為に該当しないと認定した場合であって，調査の過程で申立てが悪意（被申

立者を陥れるため，又は被申立者が行う研究を妨害するためなど，専ら被申立者に何らかの損害を与

えることや被申立者が所属する組織等に不利益を与えることを目的とする意思をいう。第19条第２項

において同じ。）に基づくものであると判明したときは，併せてその旨の認定を行うものとする。 

４ 調査委員会委員長は，第１項の規定により調査委員会が認定を行ったときは，速やかに当該調査の

内容に係る調査報告書を作成し，これに，申立てに係る不正行為に関する資料を添えて，最高管理責

任者に報告するものとする。 

（資金配分機関への報告） 

第17条 最高管理責任者は，第13条第８項に規定するときにあっては，前条第４項に規定する調査報告

書の内容，不正行為要因及び再発防止計画について資金配分機関へ報告するものとする。 

（認定結果の通知） 

第18条 最高管理責任者は，第16条第４項の規定による報告を受けたときは，書面をもって，次の各号

に掲げる者に対して認定の結果を通知するものとする。この場合において，最高管理責任者は，第10

条各項本文の規定により氏名，住所その他の申立者を識別することができる事項を明らかにしないこ
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とを希望した申立者に対し通知するときは，窓口を経由して行うものとする。 

(1) 申立者 

(2) 被申立者（被申立者以外で不正行為に関与したものと認定された者を含む。以下同じ。） 

(3) 被申立者の所属する部局等の長 

(4) 被申立者の所属する機関の長 

(5) 申立者の所属する部局等の長（当該認定が第16条第３項に基づくものである場合に限る。次号及

び第22条において同じ。） 

(6) 申立者の所属する機関の長 

（不服申立て） 

第19条 第13条第１項の調査の結果，不正行為として認定された被申立者は，統括管理責任者に対し，

第18条前段の規定による通知を受けた日の翌日から起算して30日以内に，当該認定についての不服申

立てをすることができる。 

２ 第13条第１項の調査の結果，申立てが悪意に基づくものであると認定された申立者は，統括管理責

任者に対し，第18条前段の規定による通知を受けた日の翌日から起算して30日以内に，当該認定につ

いての不服申立てをすることができる。 

３ 前２項の不服申立ては，一の事由につき１回に限り行うことができるものとする。 

（不服申立ての方法） 

第20条 前条の不服申立ては，次に掲げる事項を明らかにした書面を提出することにより行うものとす

る。 

(1) 不服申立てをする者の氏名又は名称及び住所 

(2) 認定の内容 

(3) 再調査を必要とする科学的かつ合理的な理由 

２ 前項の書面の提出は，郵便を利用する方法，ファクシミリを利用してする送信の方法又は電子メー

ルの送信の方法により行うことができるものとする。 

（不服申立てについての資金配分機関への報告） 

第21条 統括管理責任者は，第13条第８項に規定する場合であって，第19条第１項の不服申立てを受け

たとき及び第23条本文の再調査を行わせるときは，資金配分機関へ報告するものとする。 

（不服申立ての通知） 

第22条 統括管理責任者は，第19条第１項の不服申立てを受けたときは，その旨を次に掲げる者に書面

により通知するものとする。この場合において，統括管理責任者は，第10条各項本文の規定により氏

名，住所その他の申立者を識別することができる事項を明らかにしないことを希望した申立者に対し

通知するときは，窓口を経由して行うものとする。 

(1) 申立者 

(2) 被申立者 

(3) 被申立者の所属する部局等の長 

(4) 被申立者の所属する機関の長 

(5) 申立者の所属する部局等の長 

(6) 申立者の所属する機関の長 

（認定についての再調査） 

第23条 統括管理責任者は，第19条第１項の不服申立てを受けたときは，当該不服申立てに係る認定に

ついての再調査を，第13条第１項の調査を行った調査委員会に行わせるものとする。ただし，統括管

理責任者が公平性を確保するため必要，又は新たに専門性を要する判断が必要と認めたときは，調査

委員会の委員のうち，第14条第１項第３号から第５号までの者の全部又は一部の者を変更することが

できるものとする。 

２ 調査委員会は，再調査を行うに当たっては，不服申立てをした者に対し，第13条第１項の調査の結

果を覆すに足る資料の提出その他当該事案の速やかな解決に必要な協力を求めるものとし，不服申立

てをした者が必要な協力を行わないときは，再調査を行わず，又は打ち切ることができる。 

（再調査による確認又は認定） 

第24条 調査委員会が再調査を開始した場合は，不服申立てを受けた日から概ね50日以内に再調査を終

了するものとする。この場合において，調査委員会は，再調査の結果，最初の認定を正当と認めると

きは，これを確認するものとし，不当と認めるときは，最初の認定を修正し，又はこれに代えて新た
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な認定を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，第19条第２項の不服申立てに係る認定についての再調査は，不服申立て

を受けた日から概ね30日以内に再調査を終了するものとする。 

（再調査による確認又は認定の結果の報告） 

第25条 統括管理責任者は，前条の規定による確認又は認定の結果を速やかに最高管理責任者に報告す

るものとする。 

（再調査による確認又は認定の結果の資金配分機関への報告） 

第26条 最高管理責任者は，第13条第８項に規定する場合であって，前条の規定による報告を受けたと

きは，第24条の規定による確認又は認定の結果を資金配分機関へ報告するものとする。 

（再調査による確認又は認定の結果の通知） 

第27条 最高管理責任者は，前条の規定による報告を受けたときは，第22条各号に掲げる者に対して，

確認又は認定の結果を書面により通知するものとする。この場合において，最高管理責任者は，第10

条各項本文の規定により氏名，住所その他の申立者を識別することができる事項を明らかにしないこ

とを希望した申立者に対し通知するときは，窓口を経由して行うものとする。 

（申立者等の保護） 

第28条 最高管理責任者は，申立てをしたことを理由として，申立者に対し不利益な取扱いをしてはな

らない。 

２ 最高管理責任者は，被申立者が申立てをされたことを理由として，被申立者の研究活動が全面的に

停止される等被申立者に対し不利益な取扱いをしてはならない。 

３ 最高管理責任者は，調査に対する協力その他の不正行為に関して正当な対応をしたことを理由とし

て，当該対応をした者に対し不利益な取扱いをしてはならない。 

４ 最高管理責任者は，申立てに係る認定が第16条第３項に該当する場合を除き，最高管理責任者，統

括管理責任者及び調査委員会の委員以外の者に，第10条各項本文の規定において氏名，住所その他の

申立者を識別することができる事項を明らかにしないことを希望しなかった者を特定できないように

配慮しなければならない。 

（調査への協力） 

第29条 関係者は，調査に対し誠実に協力しなければならない。 

（資金配分機関への情報提供等） 

第30条 最高管理責任者は，第13条第８項に規定するときにあっては，調査に支障を来す等正当な事由

がある場合を除き，調査に係る進捗状況の報告，資料の供閲及び提出並びに現地調査等の資金配分機

関からの要請に応じるものとする。 

（秘密保持義務） 

第31条 窓口として委嘱された者，第11条第１項に規定する情報の提供を受けた者及び調査委員会の委

員その他の者は，不正行為に関して知り得た情報を漏らしてはならない。 

（公表） 

第32条 最高管理責任者は，不正行為（第２条第２項第１号に掲げるものに限る。以下この条において

同じ。）があったものと認定した場合（第19条第１項の不服申立てを受けたときは，第24条の確認又

は認定を行った場合）は，合理的な理由のため公表を控える必要があると認めた場合を除き，速やか

に調査結果を公表するものとする。この場合において，公表する内容は，不正行為に関与した者の所

属及び氏名，不正行為の内容，公表時までに行った措置の内容，調査委員の所属及び氏名並びに調査

の方法及び手順とすることを基本とし，その他の情報についても特に公表を控える必要があると認め

られる場合を除き，公表するものとする。 

２ 最高管理責任者は，不正行為がなかったものと認定した場合は，原則として，申立てに係る公表は

行わない。ただし，認定前に当該申立ての内容が学内（調査委員会の委員を除く。）若しくは学外に

漏えいした場合又は論文等に故意によるものではない誤りがあった場合は，不正行為がなかったこと

その他の必要な事項を公表するものとする。 

３ 最高管理責任者は，申立てに係る認定が第16条第３項に該当する場合は，第１項の規定に準じ公表

するものとする。 

（不正行為等に対する措置） 

第33条 最高管理責任者は，不正行為があったものと認定した場合又は申立てに係る認定が第16条第３

項に該当する場合で，処分又は研究環境の改善を行うことが必要であると認めたときは，必要な措置
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を講じるものとする。 

（雑則） 

第34条 この規程に定めるもののほか，不正行為の防止及び不正行為があった場合の措置について必要

な事項は，総長が定める。 

附 則 

（略） 

附 則（平成27年７月１日海大達第208号） 

この規程は，平成27年７月１日から施行する。 
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ホール　280席

ホワイエ講義室の例：フラテホール座席表
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倉庫１

倉庫２倉庫３

階段室３

北海道大学総合研究棟(医学系) 改修工事

5Fキープラン　Ⅱ工区item No.

Project Title.

Date.

Name.
I W A T A内部サイン

図示
Page.

sign  graphics  display  advertising

Drowing Title.Changelog Scale.

Amount.

key paln 08

008
5Fキープラン

①2015.01.09提出　②2015.01.13提出　③2015.01.17提出　④2015.01.20提出

⑤2015.01.22提出　⑥2015.01.26提出　⑦2015.01.27提出　⑧2015.02.06提出

⑨2015.02.07提出　⑩2015.02.09提出　⑪2015.02.10提出　⑫2015.11.16提出 2015.11.17
⑬2015.11.17提出

EPS EPS

セミナー室Ａ

セミナー室Ｂ セミナー室Ｃ セミナー室Ｄ

物入SK
PS

EV

自販機コーナー

PS
SK

多目的ﾄｲﾚ

女子便所

給湯室

男子便所

ホ－ル

階段室３
階段室４

● ● ● ●● ●

●

★

▼▼

▼

M5・ 206
セミナー室A

M5・ 205
セミナー室B

M5・ 203
セミナー室C

M5・ 202
セミナー室D

M5・ 206
セミナー室A

M5・ 206
セミナー室A

M5・ 203
セミナー室C

TOILET

TOILET

TOILET

セミナー室  A・B・C・D

現在位置
消 火 器
消 火 栓
避難経路

Here Place

Fire Extinguisher

Fireplug

Emergency Route

■避難にあたっては、絶対にエレベーター
   を使用しないで下さい。

■ Please don't use elevators when you exit

EV

セミナー室
Ａ

セミナー室
Ｂ

セミナー室
Ｃ

セミナー室
Ｄ

給湯室

5F 館内案内図
Floor Information

Ⅱ工区

5F

Ⅱ工区 ●

▲

◆

★

iS-03　階数表示サイン・・・・・

・・・・・ iS-02　トイレ面付サイン

・・・・・ iS-01　室名シート文字

iS-04　フロア案内サイン・・・・・

講義室の例：医系多職種連携教育研究棟５F（オープンスペース）

4
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